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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 
１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期 

決算年月 平成14年11月 平成15年11月 平成16年11月 平成17年11月 平成18年11月

(1) 連結経営指標等       

売上高 (百万円) 47,721 56,784 61,691 65,696 65,950

経常利益 (百万円) 1,454 1,805 1,323 1,701 859
当期純利益又は当期純損
失（△） 

(百万円) 500 959 613 894 △1,008

純資産額 (百万円) 2,803 3,807 5,444 6,284 5,180

総資産額 (百万円) 19,547 22,308 24,555 26,145 25,538

１株当たり純資産額 (円) 146,422.95 197,646.27 245,581.28 280,619.14 229,348.06

１株当たり 
当期純利益金額又は 
当期純損失金額（△） 

(円) 26,277.20 49,921.83 28,193.37 40,252.76 △44,945.94

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益 

(円) ― ― 27,451.29 39,450.40 ―

自己資本比率 (％) 14.3 17.1 22.2 24.0 20.3

自己資本利益率 (％) 20.7 29.0 13.3 15.3 △17.6

株価収益率 (倍) ― ― 9.26 10.93 ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △708 1,846 1,467 1,401 1,125

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,545 △1,790 △1,302 △857 △614

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,418 △13 446 △527 50

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 1,101 1,144 1,755 1,772 2,333

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕 

(名) 
670 

〔888〕

768

〔1,068〕

837

〔1,311〕

819 

〔1,420〕

785

〔1,517〕

(2) 提出会社の経営指標等     

営業収益 (百万円) 34,129 40,884 45,749 49,648 49,184

経常利益 (百万円) 46 705 757 693 572

当期純利益 (百万円) 18 485 620 558 142

資本金 (百万円) 626 641 1,069 1,096 1,119

発行済株式総数 (株) 19,150 19,263 22,169 22,394 22,587

純資産額 (百万円) 1,664 2,181 3,819 4,302 4,355

総資産額 (百万円) 16,215 19,216 21,181 22,596 22,348

１株当たり純資産額 (円) 86,918.04 113,264.94 172,275.46 192,122.50 192,817.15

１株当たり配当額 （円） ― ― 6,000.00 6,000.00 7,000.00

１株当たり 
当期純利益金額 

(円) 983.85 25,273.91 28,504.58 25,151.93 6,373.85

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益金額 

(円) ― ― 27,754.32 24,650.58 6,213.64

自己資本比率 (％) 10.3 11.4 18.0 19.0 19.5

自己資本利益率 (％) 1.2 25.2 20.7 13.8 3.3

株価収益率 (倍) ― ― 9.16 17.49 71.2

配当性向 (％) ― ― 21.0 23.9 109.8

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕 

(名) 
46 
〔9〕

53
〔7〕

75
〔9〕

85 
〔18〕

72
〔21〕



(注) １ 売上高・営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第６期の１株当たり配当額には、上場記念配当2,000円を含んでおります。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、第４期においては潜在株式がないため、記載しておりません。第

５期においては潜在株式がありますが、当社株式は当該時点では非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平

均株価が把握できませんので、記載しておりません。第８期の連結経営指標等においては１株当たり当期純損失が計上さ

れているため記載しておりません。 

４ 株価収益率につきましては、当社株式については第５期まで非上場であり、かつ店頭登録もしていないため記載しており

ません。なお、第８期においては当期純損失を計上しているため記載しておりません。 

５ 従業員数の〔 〕内に臨時雇用者数を当期の平均人員(１日８時間換算)により外数で記載しております。 

６ 当社は、平成18年8月5日開催の臨時株主総会において定款の一部変更を決議し、決算期を11月20日から11月15日に変更し

ております。これに伴い第８期は360日の変則決算となっております。 



２ 【沿革】 

当社前取締役会長 舌古 宏(株式会社東洋薬局 前代表取締役会長)、当社前取締役 熊澤 厚生(株式会社白沢ド

ラッグ 前代表取締役会長)、当社前取締役 山本 健一(株式会社シーズアンドアーパス 前代表取締役会長)は、仕

入原価低減等の経営効率の向上を図り全体の競争力の強化を図ることを目的に企業連合を形成するため、持株会社で

ある株式会社ジップ・ホールディングスを設立いたしました。 

  

平成12年２月 株式会社ジップ・ホールディングスを愛知県尾張旭市に設立し、本部を名古屋市北

区に設置する。 

平成12年５月 株式交換により、株式会社白沢ドラッグ、株式会社東洋薬局及びヤマモト薬局株式

会社を完全子会社とする持株会社となる。同時に、株式会社東洋薬局の子会社であ

る株式会社マイニチ薬局が間接所有の子会社となる。 

平成13年10月 株式会社ハーティウォンツとの共同出資によりビーア株式会社を設立、持分法適用

の関連会社となる(出資比率50％)。 

平成13年10月 株式会社イシグローイングのアーパス部門(ドラッグストア事業部門)の会社分割に

より設立された株式会社アーパスが株式交換により完全子会社となる。 

平成14年２月 本店所在地を名古屋市北区へ移転する。 

ヤマモト薬局株式会社と株式会社アーパスが合併し、商号を株式会社シーズアンド

アーパスに変更する。 

平成14年12月 株式会社ドラッグタックヘルシーの株式を追加取得(15％→100％)し、同社が子会社

となる。 

平成15年２月 株式会社ハーティウォンツとの共同出資により株式会社ジップウォンツを設立、持

分法適用の関連会社となる(出資比率50％)。 

平成15年７月 薬種商販売業を目的として、株式会社ジップ・コーポレーション（現・非連結子会

社）を設立する。 

平成15年10月 株式会社白沢ドラッグが株式会社ドラッグタックヘルシーを吸収合併する。 

平成15年12月 日本証券業協会に店頭登録銘柄として登録する。 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場す

る。 

平成17年１月 株式会社プロアクトの株式を取得し、同社が子会社となる。 

平成17年２月 株式会社東洋薬局が株式会社マイニチ薬局を吸収合併する。 

平成18年３月 株式会社ライフォートと経営統合を行うことについて合意し、共同株式移転契約を

締結する。 

平成18年８月 臨時株主総会において、株式会社ライフォートと共同して株式移転により、完全親

会社株式会社アライドハーツ・ホールディングスを設立し、当社がその完全子会社

になることについて承認される。 

平成18年11月 完全親会社設立に伴い、ジャスダック証券取引所において上場廃止となる。 

株式会社プロアクトの株式を売却する。 

株式会社白沢ドラッグ・株式会社東洋薬局・株式会社シーズアンドア－パスを吸収

合併し、商号を株式会社ジップドラッグに変更する。 



（注）平成18年11月16日、株式会社ライフォートと株式移転により、株式会社アライドハーツ・ホールディングスを設

立いたしました。また、同日付で同社はジャスダック証券取引所へ上場しております。 

  

       

 (株式交換以前の子会社の沿革) 

株式会社白沢ドラッグ 

  

株式会社東洋薬局 

  

  

株式会社シーズアンドアーパス 

  

  

年月 変遷の内容

昭和60年６月 有限会社白沢ドラッグを名古屋市守山区に設立する。

平成２年２月 
  

株式会社に組織変更し、株式会社白沢ドラッグとなる。同時に、愛知県尾張旭市に本部を新築移
転する。 

平成２年８月 愛知県尾張旭市に本店を移転する。

平成９年８月 岐阜県中津川市に中津川店を開設、岐阜県に進出する。

平成12年５月 株式交換により株式会社ジップ・ホールディングスの子会社となる。(店舗数59) 

年月 変遷の内容

昭和60年３月 株式会社東洋薬局を三重県津市に設立する。

平成10年２月 奈良県宇陀市に大宇陀店を開設し、奈良県に進出する。

平成10年８月 大阪府泉佐野市に羽倉崎店を開設し、大阪府に進出する。

平成11年５月 和歌山県那賀郡岩出町に岩出店を開設し、和歌山県に進出する。

平成12年２月 三重県伊勢市に拠点を置く株式会社マイニチ薬局の株式を取得し100％子会社とする。 

平成12年５月 株式交換により株式会社ジップ・ホールディングスの子会社となる。(店舗数40) 

年月 変遷の内容

昭和60年10月 ヤマモト薬局株式会社を愛知県田原市に設立する。

平成７年９月 静岡県浜松市に２店舗を開設し、静岡県に進出する。

平成12年５月 株式交換により株式会社ジップ・ホールディングスの子会社となる。(店舗数17) 



３ 【事業の内容】 

当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、お客様の美と健康に貢献するため、医薬品、化粧品、日用品等の販売

を行う小売事業を主な事業としております。この事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、いずれも全セグメント

に占める割合が90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

当社グループは持株会社制をとっております。当社の業務は、持株会社として、各子会社が販売する商品の仕入業

務、事務処理の代行業務、店舗用等不動産の賃貸業務を行うと同時に、純粋持株会社機能として各子会社に対する投

資、経営指導、資金管理業務を行うことに特化しており、小売事業についてはすべて子会社にて行っております。 

当グループの事業系統図を示すと以下のとおりであります。 

（事業系統図） 

  

 
  

（注）１．当社は、平成18年11月16日に、株式会社白沢ドラッグ・株式会社東洋薬局・株式会社シーズアンドアーパスを吸収合併

し、商号を株式会社ジップドラッグに変更しております。 

   ２．当社は、平成18年11月16日付で、株式会社ライフォートと共同して株式移転により、完全親会社「株式会社アライドハー

ツ・ホールディングス」を設立いたしました。 

  

［都道府県別店舗配置］ 

  静岡県 愛知県 岐阜県 三重県 奈良県 大阪府 和歌山県 兵庫県 総 計 

店舗数 8 105 11 44 18 19 10 1 216 



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 特定子会社に該当しております。 

２ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

３ 売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超えております。 

 主要な損益情報等 

  

４ 重要な後発事象１．に記載のとおり、株式会社ライフォートと共同して株式移転により、完全親会社「株式会社アライド

ハーツ・ホールディングス」を平成18年11月16日付で設立しております。 

５ 重要な後発事象２．に記載のとおり、株式会社白沢ドラッグ・株式会社東洋薬局・株式会社シーズアンドアーパスは、平

成18年11月16日付で株式会社ジップ・ホールディングスに吸収合併され、また同日付で株式会社ジップ・ホールディング

スは株式会社ジップドラッグに社名変更しております。 

名称 住所 資本金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の所有
(被所有)割合 

関係内容 
所有割合
(％) 

被所有割合
(％) 

(連結子会社)     

㈱白沢ドラッグ 
(注)１,３,４ 愛知県尾張旭市 162 ドラッグストアの

経営 100.0 ―

当社仕入商品の販売、 
役員の兼任２名 
当社より店舗用建物・構築
物の貸与を受けておりま
す。 
資金援助あり。 

㈱東洋薬局 
(注)１,３,４ 三重県津市 50 ドラッグストアの

経営 100.0 ―

当社仕入商品の販売、 
役員の兼任１名 
当社より店舗用建物・構築
物の貸与を受けておりま
す。 
資金援助あり。 

㈱シーズアンドアーパス 
(注)１,３,４ 愛知県豊橋市 60 ドラッグストアの

経営 100.0 ―

当社仕入商品の販売、 
役員の兼任１名 
当社より店舗用建物・構築
物の貸与を受けておりま
す。 
資金援助あり。 

(持分法適用関連会社) 
ビーア㈱ 大阪市中央区 10 医薬品等の開発

及び卸売 50.0 ―
当社開発商品の仕入、 
役員の兼任２名 

㈱ジップウォンツ 大阪市中央区 100 医薬品等の卸売 50.0 ―
商品の仕入、 
役員の兼任３名 

  ㈱白沢ドラッグ ㈱東洋薬局 ㈱シーズアンドアーパス

売上高(百万円) 20,826 27,966 16,593

経常利益(百万円) 203 162 373

当期純損失(百万円) 248 416 22

純資産額(百万円) 862 352 924

総資産額(百万円) 6,541 8,493 4,392



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

当社グループは医薬品、健康食品、化粧品、日用品等の販売を行う小売事業を主な事業としております。事業の

種類別セグメント情報の記載を省略しておりますので、当社及び子会社別に従業員数を示すと以下のとおりであり

ます。 

平成18年11月15日現在 

(注) 従業員数はパートタイマー及びアルバイトを含まない就業人員であり、臨時雇用者数(パートタイマー及びアルバイト)は[  ]

内に年間の平均雇用人員(１日８時間換算)を外数で記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年11月15日現在 

(注) １ 従業員数は他社から当社への出向者を含み、パートタイマーを含まない就業人員であり、臨時雇用者数(パートタイマー)

は年間の平均雇用人員(１日８時間換算)を[ ]に外数で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数が前期末に比し13名減少しておりますが、主として正社員のパート化実施によるものです。 

  

(3) 労働組合の状況 

現在、当社グループにおいて労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満であり、特記すべき事項はあ

りません。 

会社名 従業員数(名)

株式会社ジップ・ホールディングス 72  [ 21 ] 

株式会社白沢ドラッグ 236  [ 510 ] 

株式会社東洋薬局 304  [ 610 ] 

株式会社シーズアンドアーパス 173  [ 376 ] 

合計 785  [1,517] 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

  72 [21] 39.5 8.0 5,825



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度における我が国経済は、堅調な企業収益を背景として、設備投資や個人消費など景気全般に亘

り、引続き着実な拡大を続けました。ただ年度後半以降には、生産活動などに弱含みの兆候も見られ、しばらく

は景気の足踏みも想定しうる状況となっております。こうした中、一般小売業界では、「消費における選択」が

更に顕著となってきている他、夏場の天候不順等もあり、業界や商品によって好不調のバラつきの大きい状況が

続いています。 

    当社グループが属するドラッグストア業界は、なお厳しさの残る流通業にあって比較的恵まれた業種に位置付

けされてまいりましたが、大手各社の積極出店等からいよいよ本格的競争時代を迎えております。また、同業態

間のみならず、異業態も交えた競争の激化など、当業界の経営環境は一段と厳しさを増しております。 

  更に、政府による薬価の引き下げ等、医療費負担の抑制策により、調剤部門の収益環境も逐年厳しさを増して

おります。 

   このような状況下、当社グループでは、着実な成長をめざし中部・関西地区へ新規に８店舗を出店する一方、

不採算の３店舗を整理するなど収益体質の強化を図りました。 

   次に、既存店対策として、新たに調剤応需のための調剤併設化・拡充を３店舗、売場活性化のためのドラッグ

店改装（リロケーション４店舗を含む）を９店舗において実施しました。 

    またこの間、神戸に本社を置くドラッグストアチェーン、株式会社ライフォートとの経営統合の準備を進め、

平成18年11月16日には新たな持株会社アライドハーツ・ホールディングスを設立して、統合の実現を見ることが

出来ました。一方で、この統合に伴う会計基準の変更等により、新たな費用の計上や多額の特別損失計上が必要

となりました。 

以上の経過を踏まえ、当連結会計年度の業績は、売上高659億50百万円（前連結会計年度比0.4%増）、経常利益

は8億59百万円（前連結会計年度比49.5%減）、当期純損失10億8百万円となりました。 

なお、上記経営統合を行うため当連結会計年度の末日は平成18年11月15日となり、360日の変則決算となりまし

た。 

① 調剤 

調剤薬局の新設及び併設化・設備拡充を進め、売上高は69億81百万円(前連結会計年度比3.0％増)となりまし

た。 

② ヘルスケア 

風邪・花粉症関連商品及び健康食品の需要縮小影響を受け、売上高は169億96百万円(前連結会計年度比3.1％

減)となりました。 

③ ビューティケア 

ビューティ商品取り扱い店舗増加やカウンセリング販売強化により、売上高は177億22百万円(前連結会計年度

比4.4％増)となりました 



④ 雑貨 

他業態との競合やデフレによる単価下落の影響を受け、売上高は136億29百万円(前連結会計年度比1.1％増)と

微増にとどまりました。 

⑤ コンビニエンス 

食品・日配品などを中心に販売強化をいたしましたが他業態との競合影響を受け、売上高は99億86百万円(前連

結会計年度比1.4％減)となりました。 

⑥ その他の営業収入 

商品供給契約先への供給高の減少及び、株式会社ライフォートとの経営統合による仕入先との取引形態変更の

影響により、その他の営業収入は6億33百万円(前連結会計年度比19.8％減)となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は11億25百万円（前期比2億76百万円減）となりました。減少の要因は、主に株

式会社ライフォートとの経営統合により、事業年度の末日が5日間前倒しになり、年間営業日数が短縮されたこ

と等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は6億14百万円（前期は8億57百万円の支出）となりました。これは、主に有形

固定資産の取得による支出5億25百万円（前期は7億1百万円の支出）、貸付けによる支出93百万円（前期は1億

61百万円の支出）等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は50百万円（前期は5億27百万円の支出）となりました。これは、長期借入金の

純増加額1億37百万円があったこと等によるものです。 

  

  

  

  



２ 【仕入及び販売の状況】 

当社グループ(当社及び連結子会社、以下同じ)は医薬品、健康食品、化粧品、日用品等の販売を行う小売事業を主

な事業としております。事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりますので、商品の部門別の仕入実績及び

販売実績を示すと、以下のとおりであります。 

  

(1) 仕入実績 

当連結会計年度の仕入実績を商品の部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ その他の仕入高は、商品供給契約を締結している取引先(子会社を除く)に供給する商品の仕入高であります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 販売実績 

① 販売方法 

当社は子会社及び商品供給契約を締結している取引先に対し商品を販売しております。 

子会社は一般顧客に対して店頭販売を行っております。 

販売は、その大部分が現金による小売販売でありますが、以下の内容の現金外販売を行っております。 

ア 処方箋調剤による診療報酬の保険診療部分を、社会保険診療報酬支払基金等に売掛金として請求しており

ます。 

イ 医薬品券、ビール券等の商品券による商品引換を行っております。 

ウ 法人、団体、医療機関の一部につき掛売販売をしております。 

  

  

  

  

  

  

商品の部門 

当連結会計年度
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

金額(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％) 

調剤 4,771 9.9 103.9

ヘルスケア 10,549 21.9 90.8

ビューティケア 13,369 27.7 102.1

雑貨 11,055 22.9 96.7

コンビニエンス 8,416 17.4 96.1

小計 48,162 99.8 97.3

その他の仕入高 103 0.2 54.2

合計 48,266 100.0 97.1



② 商品部門別販売実績 

当連結会計年度の販売実績を商品の部門別に示すと、次のとおりであります。 

(連結) 

  

(注) １ その他の営業収入とは、商品供給契約を締結している取引先に対する商品供給高及び同取引先からの受取手数料、仕入先

からの受取手数料ならびに不動産賃貸に係る賃貸料であります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(子会社) 

株式会社白沢ドラッグ 

  

(注) １ その他の営業収入とは、仕入先からの受取手数料ならびに不動産賃貸に係る賃貸料であります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

商品の部門 

当連結会計年度
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

金額(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％)

調剤 6,981 10.6 103.0

ヘルスケア 16,996 25.8 96.9

ビューティケア 17,722 26.9 104.4

雑貨 13,629 20.6 101.1

コンビニエンス 9,986 15.1 98.6

小計 65,316 99.0 100.6

その他の営業収入 633 1.0 80.1

合計 65,950 100.0 100.4

商品の部門 

当連結会計年度
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

金額(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％)

調剤 2,664 12.8 97.6

ヘルスケア 5,194 24.9 93.9

ビューティケア 5,066 24.3 102.3

雑貨 4,070 19.6 99.0

コンビニエンス 3,780 18.2 98.0

小計 20,776 99.8 98.1

その他の営業収入 49 0.2 100.1

合計 20,826 100.0 98.1



株式会社東洋薬局 

  

(注) １ その他の営業収入とは、仕入先からの受取手数料ならびに不動産賃貸に係る賃貸料であります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

株式会社シーズアンドアーパス 

  

(注) １ その他の営業収入とは、仕入先からの受取手数料ならびに不動産賃貸に係る賃貸料であります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

商品の部門 

当連結会計年度
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

金額(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％)

調剤 2,256 8.1 103.3

ヘルスケア 7,941 28.4 100.2

ビューティケア 8,315 29.7 108.6

雑貨 6,129 21.9 103.4

コンビニエンス 3,304 11.8 99.0

小計 27,948 99.9 103.4

その他の営業収入 17 0.1 101.2

合計 27,966 100.0 103.4

商品の部門 

当連結会計年度
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

金額(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％)

調剤 2,061 12.4 110.6

ヘルスケア 3,860 23.3 99.8

ビューティケア 4,340 26.1 104.8

雑貨 3,428 20.7 104.1

コンビニエンス 2,901 17.5 101.4

小計 16,591 100.0 103.5

その他の営業収入 2 0.0 148.8

合計 16,593 100.0 103.5



③ 府県別の販売実績 

当連結会計年度の府県別販売実績は、次のとおりであります。 

(連結) 

(注) １ その他の営業収入とは、商品供給契約を締結している取引先に対する商品供給高及び同取引先からの受取手数料、仕入先

からの受取手数料ならびに不動産賃貸に係る賃貸料であります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(子会社) 

株式会社白沢ドラッグ 

  

(注) １ その他の営業収入とは、仕入先からの受取手数料ならびに不動産賃貸に係る賃貸料であります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

府県別 

当連結会計年度
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

金額(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％) 
期末店舗数
（店） 

愛知県 31,804 48.2 99.2 105

三重県 12,379 18.8 95.8 44

奈良県 6,015 9.1 102.9 18

大阪府 5,727 8.7 103.8 19

岐阜県 3,481 5.3 103.6 11

和歌山県 3,309 5.0 111.3 10

静岡県 2,082 3.1 115.5 8

兵庫県 516 0.8 119.6 1

小計 65,316 99.0 100.6 216

その他の営業収入 633 1.0 80.2 ―

合計 65,950 100.0 100.4 216

府県別 

当連結会計年度
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

金額(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％) 
期末店舗数
(店) 

愛知県 17,295 83.1 97.0 64

岐阜県 3,481 16.7 103.6 11

小計 20,776 99.8 98.1 75

その他の営業収入 49 0.2 100.0 ―

合計 20,826 100.0 98.1 75



株式会社東洋薬局 

  

(注) １ その他の営業収入とは、仕入先からの受取手数料ならびに不動産賃貸に係る賃貸料であります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

株式会社シーズアンドアーパス 

  

(注) １ その他の営業収入とは、仕入先からの受取手数料ならびに不動産賃貸に係る賃貸料であります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

府県別 

当連結会計年度
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

金額(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％) 
期末店舗数
(店) 

三重県 12,379 44.3 100.9 44

奈良県 6,015 21.5 102.8 18

大阪府 5,727 20.5 103.8 19

和歌山県 3,309 11.8 111.3 10

兵庫県 516 1.8 119.6 1

小計 27,948 99.9 103.4 92

その他の営業収入 17 0.1 101.2 ―

合計 27,966 100.0 103.4 92

府県別 

当連結会計年度
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

金額(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％) 
期末店舗数
(店) 

愛知県 14,508 87.4 102.0 41

静岡県 2,082 12.6 115.5 8

小計 16,591 100.0 103.5 49

その他の営業収入 2 0.0 148.8 ―

合計 16,593 100.0 103.5 49



３ 【対処すべき課題】 

ドラッグストアチェ－ンはここ十数年来、医薬分業の進展、他業態ならびに同業種店からのシェア奪取により順調

に推移してまいりました。しかしながら、今後は、同業者との出店競争、価格競争及び規制緩和に伴う他業態の進出

等楽観を許さない状況が続くものと思われます。 

 平成18年11月16日の株式会社アライドハーツ・ホールディングスの設立・上場は、このような経営環境の変化に対

応するとともに、地域に根ざしたドラッグストアの連合体として、当業界における新たなパラダイムの創造を目指し

てまいります。 

(1) 中部・関西圏を中心とした出店戦略 

積極的な出店方針を基本としますが、競争激化の中で立地選定に慎重を期すとともに、それぞれの地域特性を熟

慮し、最も効率的な店舗形態での出店を実施してまいります。 

特に、ドラッグ型店舗においては、マーケット・立地に応じた新しい店舗フォーマットの開発に取り組み、従来

にも増して採算性を重視しつつ、地域の皆様にもっとも利用いただきやすい店舗を創造していく所存です。 

(2) 調剤過誤の防止 

当社グループでは高い社会的信用を獲得すべく、引き続き確かな管理体制と優れた専門知識を持つ薬剤師によっ

て質の高い調剤を目指してまいります。 

調剤過誤の防止には、薬剤師一人ひとりの正しい倫理観が欠かせないことから、制定済みの「倫理綱領」及び

「薬剤師倫理規定・行動規範」を活用し、反復指導してまいります。また、「散薬監査システム」の活用や医薬品

の保管管理体制の定着、さらには調剤技術の向上等あらゆる努力を傾けてまいります。 

(3) 社員教育と薬剤師の確保 

当社グループは、調剤及びヘルスアンドビューティを事業の核としていることから、お客様に優れた商品を提供

することはもとより、適切で質の高いカウンセリング機能を備える必要があり、これこそ、ドラッグストアの社会

的使命であると考えております。 

以上の認識から、人々の健康をお預かりするドラッグストアの一員という自覚と誇りを当社グループにおける教

育の基本理念にしてまいります。正確で信頼性の高い調剤、適切な服薬指導は当社グループの使命であり、薬剤師

の質の向上については、引き続き、重要な経営課題として取り組んでまいります。 

(4) 新人事制度の定着 

当社グループでは、平成15年末より、実力主義・成果主義を中心とする新たな人事制度を採用しております。本

制度を定着させることにより、人事評価基準と各部署及び社員個々人の職務目標の明確化が図られ、公正で納得性

のある評価を通じてグループ全体の活性化に繋がるものと確信しております。 

(5) リスク管理ならびに情報管理体制の構築 

当社グループでは、企業に係わる様々なリスクを未然に防止するとともに発生事案の損害をより軽微に抑えるべ

く、かねてからリスク管理委員会を設置しております。また平成17年３月には、個人情報保護法への対応に万全を

期すべく、情報セキュリティ委員会を設置したほか、同年11月には、「情報セキュリティポリシー」を制定するな

ど、社内における情報管理の一層の徹底に努めております。 

当社グループでは、広範で益々複雑化するリスクに対応するため、今後も時機に応じたテーマを取上げ、社外の

専門家の意見も取り入れる等、危機管理に万全を期してまいります。 



４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。なお、文中の将来に関する事項は当連結会計年度末において当社グ

ループが判断したものであります。 

(1) 法的規制について 

① 「薬事法」等による規制について 

ア 当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、「薬事法」上の医薬品等を販売するにあたり、各都道府県の許

可・登録・指定・免許及び届出を必要としております。その主なものは、次のとおりであります。 

イ 医薬品の販売規制緩和につきましては、中央薬事審議会(厚生労働大臣の諮問機関)の医薬品販売規制特別部

会が、用量、効能に制限または限定を加える等の所要の処置を講じることを前提として、「胃腸薬(健腸

薬)」、「外皮用殺菌消毒剤」、「ビタミン含有保健剤」、「総合代謝性製剤」等の15薬効群を医薬部外品へ移

行することを可能とし、一般小売店での販売の自由化を容認する旨の報告書を平成10年３月12日に中央薬事審

議会の常任部会に提出いたしました。「ビタミン含有保健剤」、「総合代謝性製剤」の一部につきましては、

平成11年３月31日より一般小売店での販売が始まっております。今後、医薬品の販売規制緩和がさらに進展し

た場合、一般小売店による医薬品販売の取扱品目が増加する可能性があり、競争にともなう来店客数の減少、

売上単価の低下等が当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

許可、登録、指定、免許、届出の別 有効期間 関連する法令 登録等の交付者 

医薬品販売業許可 ６年 薬事法 各都道府県知事 

薬局開設許可 ６年 薬事法 各都道府県知事 

医療用具販売業届出 無期限 薬事法 各都道府県知事 

保険薬局指定 ６年 健康保険法 各都道府県知事 

毒物劇物一般販売業登録 ６年 毒物及び劇薬取締法 各都道府県知事 

麻薬小売業者免許 １年 麻薬及び向精神薬取締法 各都道府県知事 

農薬販売業届出 無期限 農薬取締法 各都道府県知事 

動物用医薬品販売業許可 ６年 薬事法 各都道府県知事 

医薬品製造業許可 ６年 薬事法 各都道府県知事 



(2) 出店に関する規制等について 

当社グループは、店舗の出店におきまして「大規模小売店舗立地法」(以下、「大店立地法」という)により下記

の規制を受けております。 

これは売場面積1,000㎡超の店舗を新規出店する場合及び増床により売場面積が1,000㎡超の店舗になる場合に際

し、騒音、交通渋滞、ゴミ処理問題等、出店地近隣住民に対し生活環境を守る立場から都道府県または政令指定都

市が一定の審査をし、規制を行う目的で施行されたものであります。また、「大店立地法」と同時に成立した「改

正都市計画法」において、地方自治体の裁量で出店規制地域が設定されるなど、今後の新規出店及び増床について

法的規制が存在しております。 

当社グループでは、現状において売場面積が1,000㎡超の店舗は1店舗のみであります。また、今後におきまして

も効率のよい店舗運営を目指す立場から売場面積1,000㎡以内の出店が中心となるため、「大店立地法」の規制が当

社グループの出店計画に及ぼす影響は少ないと考えております。 

しかしながら、当社グループの出店に際しましては、「大店立地法」の規制外の店舗におきましても出店地近隣

住民及び地元小売業者との調整を図りつつ、今後も積極的な店舗展開を行っていく所存であります。 

  

(3) 出店政策について 

当社グループ全体で平成18年11月15日現在、ドラッグストア事業として216店舗(愛知県105店、三重県44店、岐阜

県11店、静岡県8店、大阪府19店、奈良県18店、和歌山県10店、兵庫県1店)を運営しております。今後も店舗数の拡

大を図っていく方針でありますが、ドラッグストア業態として中部地区と関西地区に重点的に出店を行う方針であ

ります。しかしながら医薬品小売業界では、同業他社の積極的な出店による競合に加え、他業種との競合もあり、

来店客数の減少、売上単価の低下などにより当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

なお、当社グループでは出店投資コストを削減するため、従来の事業用定期借地権契約を基礎とした建物を自社

物件化する出店形態を見直し、建物賃貸借契約を優先的に検討する方針です。 

当社グループの新規出店先の選定に関しましては、入居保証金や賃借料等の出店条件、商圏人口等を総合的に勘

案の上決定し、個別店舗の採算を重視した店舗展開を行っており、当社グループの出店条件に合致する物件がなけ

れば出店予定数を変更することもあるため、業績見通しに影響を及ぼす可能性があります。 

また、健全な利益計画を推進するための不採算店の退店等に伴う特別損失や、減損会計の適用による減損損失が

発生する可能性があります。 

  

(4) 薬剤師の確保について 

当社グループは「薬事法」上の医薬品等を販売するにあたり、各都道府県の許可・登録・指定・免許及び届出を

必要としております。とりわけ一般医薬品を扱うドラッグストアには薬事法により店舗ごとに薬剤師の配備が義務

付けられております。また、調剤業務は薬剤師が行わなければならないと「薬剤師法」に明記されており、保有薬

剤師の人数は出店店舗数のきわめて重要な制約条件となります。現在のところ、薬剤師の採用確保は業界全体の課

題となっております。 



当社グループの主たる出店地域である愛知県および三重県においては、同業のさらなる出店が予想されます。そ

のような環境下において、薬剤師の採用に関する同業との競争が激しくなることが予想され、また、薬剤師確保に

かかる人件費の高騰も予想されます。出店に必要な薬剤師が確保できない場合、当社グループの出店計画に影響を

与える可能性があり、薬剤師が確保された場合においても人件費の高騰が続いた場合、当社グループの業績見通し

に影響を及ぼす可能性があります。 

平成18年11月15日現在の当社グループの薬剤師資格取得者数は、555名(内正社員304名)であります。今後の出店

等を勘案しても、当社グループとして積極的採用による薬剤師確保が重要課題であるといえます。 

医薬販売業許可における薬局または一般販売業の許可を受けて開設された店舗は、薬事法に定める医薬品の保管

及び取扱い等の遵守、購入者に対する医薬品の適正な使用のための情報提供等が求められており、「薬局、医薬品

製造業、医薬品輸入販売及び医薬品販売業の業務について」(昭和33年５月７日厚生省薬務局長通知、平成10年12月

２日厚生省医薬安全局長通知により一部改訂)における薬局または一般販売業の遵守事項として、店舗開店中は薬剤

師を店舗に常時配置することとされております。また、許認可等の権限を有する各都道府県または所轄保険所よ

り、これらの遵守状況についての指導・監督を受けることとなります。当社グループの店舗は医薬販売業許可にお

ける薬局または一般販売業の許可を受けて開設されており、薬剤師不在のまま営業を行った場合、営業停止等を含

む何らかの罰則・行政処分等を受ける可能性があり、また罰則・行政処分等の内容によっては当社グループの業績

に影響を及ぼす可能性があります。 

なお、当社の子会社である株式会社ジップ・コーポレーションは、薬種商販売業を営み、当社の子会社である株

式会社東洋薬局より商品の販売委託を受けております。 

  

(5) 調剤業務について 

当社グループにおいては、３種類の店舗形態を運営しております。ドラッグストア形態と調剤薬局形態、またそ

れらの複合形態である調剤併設ドラッグストア形態の３種類です。 

平成18年11月15日現在の当社の形態別店舗数は、下記のとおりです。 

全店舗216店舗中、53店で営業展開する調剤業務は、医薬分業が進展するに従い処方箋の応需枚数がますます増加

することが予想されます。当社では調剤チームによりグループ全社の薬剤師業務に関する技術や医薬品の知識の向

上に体系的組織的に取り組んでおります。 

また、調剤ミスを防止すべく万全の管理体制のもと、細心の注意を払い調剤業務を行っております。またリスク

管理のため、全店で「薬局・薬店賠償責任保険」に加入しております。しかしながら、調剤薬の瑕疵・調剤ミス等

により将来訴訟や行政処分を受ける可能性があり、その場合、当社の社会的信用が低下し、当社の業績に悪影響を

及ぼす可能性があります。 

なお、平成18年11月期の調剤業務に関する売上高は、6,981百万円(売上高の10.6％)となっております。 

  

  正社員薬剤師 パート薬剤師 総計 店舗数 

当社グループ 304 名 251 名 555 名 216 店

  ドラッグストア形態店 調剤薬局形態店 調剤併設ドラッグストア形態店 総計 

店舗数 163 店 29 店 24 店 216 店



(6) 役員及びそれらの近親者との取引について 

平成18年11月15日現在において、次に記載する子会社と取締役山本健一、取締役石黒功及びその近親者等との間

に、以下のような取引があります。 

株式会社シーズアンドアーパス 

(注) １ 建物及び土地の賃借料は、近隣の相場を参考にしております。 

２ 取引金額には、消費税等を含んでおりません。 

３ 議決権等の所有(被所有)割合は当社についての割合です。 

４ 株式会社デュアルバランスは当社取締役石黒 功及びその近親者が議決権の過半数を所有している会社です。 

  

(7) 個人情報の漏洩防止について 

当社グループでは、調剤業務に伴う患者情報やポイントカード発行に伴う顧客情報などの個人情報を保有して

おります。これらの情報に関しては、社内に情報セキュリティ委員会を設けるとともに、情報の利用・管理に関

する「情報セキュリティポリシー」を制定し、情報管理の徹底に努めております。 

万一、外部からのシステム侵入や犯罪行為、またはコンピューターシステムの不具合などによって情報の流出

が発生した場合は、社会的信用の低下により、当社グループの業績や財務状況等に悪影響を及ぼす可能性があり

ます。 

  

  

  

  

  

  

  

  

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(単位： 
百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 

(単位：百万円) 科目役員の
兼任等 

事業上
の関係 

役員 山本健一 ― ― 当社取締役 被所有
直接 9.89％ ― ―

建物の賃借
(注)１ 3 ― 

役員の
近親者 

山本明子 
(当社の取
締役の妻) 

― ― ― 被所有
直接 0.69％ ― ―

建物の賃借
(注)１ 0 ― 

役員の
近親者 

山本典子 
(当社の取
締役の実
母) 

― ― ― ― ― ―
土地建物の賃借
(注)１ 7 ― 

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社 

株式会社 
デュアル
バランス 

愛知県 
田原市 10,000 不動産の賃貸 被所有

直接 7.96％ 
兼任
１名 

土地建物
の賃借 

土地建物の賃借
(注)１ 91 ― 



５ 【経営上の重要な契約等】 

株式会社ライフォートとの経営統合 

 平成18年8月5日開催の当社臨時株主総会において、当社及び株式会社ライフォートが共同して株式移転により完

全親会社株式会社アライドハーツ・ホールディングスを設立することが承認されました。 

 完全親会社（平成18年11月16日設立）の概要については、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 （1）連結財

務諸表 注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。 

  

６ 【研究開発活動】 

特に記載すべき事項はありません。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

なお当社は、平成18年8月5日開催の臨時株主総会において、定款の一部変更を決議し、事業年度の末日を11月20日

から11月15日に変更いたしました。これに伴い当連結会計年度は、360日の変則決算となっております。 

(1) 重要な会計方針及び見積もり 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成して

おります。この連結財務諸表の作成にあたり、必要となる見積もりに関しては、過去の実績等を勘案し、合理的

と判断される基準に基づいて行なっております。 

(2) 財政状態の分析 

当連結会計年度末の総資産は255億38百万円で、前期比6億7百万円減少しました。これは株式会社ライフォート

との経営統合に伴い会計基準の変更を行ったことにより、多額の特別損失等が発生し、当期純損失10億8百万円を

計上することになったためであります。当期末自己資本比率は20.3％（前期末は24.0％）となっております。ま

た有利子負債については、前期比1億37百万円増加しており、これは新規出店等に伴う投資支出によるものであり

ます。 

(3) 連結経営成績の分析 

当連結会計年度の売上高は、前期比0.4％増加し、659億50百万円となりました。期中8店舗を新設したこと等に

よるものでありますが、風邪・花粉症関連商品の需要不振、新規出店の一部見送り等の影響により、期初の予想

を若干下回る結果となりました。 

売上総利益についても、168億78百万円と前期比0.4％増の微増にとどまりました。売上総利益率は前年と同じ

25.6％となりましたが、これは薬価及び診療報酬の改定が調剤部門の利益率を下げる結果となった部分を、販売

促進策の見直し等によるドラッグ部門利益率改善で補ったことによります。 

販売費及び一般管理費については、159億75百万円と前期比7億75百万円増加し、売上高に対する割合は24.2％

（前期は23.1％）となりました。これは、経営統合に伴う賞与支給基準変更等の一過性の影響部分と、今期より

計上するポイント債務引当金の繰入発生を要因としています。 



この結果、営業利益は9億3百万円と前期比7億７百万円減少し、売上高営業利益率は1.4％（前期は2.5％）とな

りました。 

これに伴い経常利益についても、8億59百万円と前期比8億42百万円減少し、売上高経常利益率は1.3％（前期は

2.6％）となりました。 

また、経営統合に伴う多額の特別損失計上の影響が大きく、当期純損失10億8百万円を計上することとなりまし

た。 

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

ドラッグストア業界においては、同業種並びに異業態企業による出店競争をはじめとして、競争がますます激

化しつつあります。こうした競争の激化が、商品販売価格の低下や、投資回収の長期化、更には薬剤師の確保難

などにつながる懸念があります。また一方では、業界の再編成の動きもいよいよ活発化するものと思われ、その

動向次第によっては、当社グループの経営成績に大きな影響を及ぼす可能性があります。 

その他の要因も併せ、詳細については、４〔事業等のリスク〕に記載しております。 

(5) 経営戦略の現状と見直し 

当社グループは、「地域に密着し、国民の『美と健康』に貢献する」を企業理念としております。また、この

企業理念を実現するため、中部及び関西地区において地域に密着し、ヘルスケアやビューティケアに関する商品

やサービスを提供する、もっとも便利なＨＢＣ（Health & Beauty care）プロバイダーとして地域の方々に支持

していただけることを経営目標としております。 

さらに、こうした基本方針の下、平成18年11月16日当社は株式会社ライフォートと共同して株式移転により完

全親会社「株式会社アライドハーツ・ホールディングス」を設立いたしました。 

詳細については、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 （1）連結財務諸表 注記事項（重要な後発事象）」に記載のと

おりであります。 

(6) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当連結会計年度は、税金等調整前当期純損失が計上されましたが、経営統合に伴う会計基準の変更等による現

金を伴わない損失発生によるものであり、キャッシュ・フロー面においては概ね安定的に運営することができま

した。投資活動によるキャッシュ・フロー支出も、新規出店が予定より少なかったこともありキャッシュ・フロ

ー収入の資金範囲内となっています。その結果、年度末の現金及び現金同等物は、前期比5億61百万円増加し、23

億33百万円となりました。 

(7) 経営者の問題認識と今後の方針について 

詳細につきましては、「３〔対処すべき課題〕」に記載の通りであります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資につきましては、８店舗の新規出店及び４店舗のリロケーション等を行い、この結果、

当連結会計年度中に実施しました設備投資額は1,002百万円であります。 

なお、当連結会計年度中に不採算店舗３店舗の退店等を行い、固定資産除却損が120百万円発生いたしました。 

当連結会計年度における各子会社の新規出店店舗は、次のとおりであります。 

  

  

  

(注) 設備投資金額には、有形固定資産のほか無形固定資産、長期前払費用、敷金・差入保証金及び建設協力金目的での長期貸付

金を含めております。 

  

株式会社白沢ドラッグ     (３店舗) ジップドラッグ白沢 伝法寺店 

  ジップファーマシー白沢 港明調剤薬局 

  ジップドラッグ白沢 松森店 

    

株式会社東洋薬局       (２店舗) ジップドラッグ東洋 千里丘店 

  ジップドラッグ東洋 生駒南店 

    

株式会社シーズアンドアーパス (３店舗) ジップドラッグシーズ 浜北店 

  ジップドラッグシーズ 浜名新居店 

  めろん長篠店 



２ 【主要な設備の状況】 

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

当社グループは、医薬品、健康食品、化粧品、日用品等の販売を行う小売事業を主な事業としておりますが、事業

の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

(1) 提出会社 

平成18年11月15日現在 

  

(2) 国内子会社 

平成18年11月15日現在 

事業所名 
(所在地) 

設備の 
内容 

建物及び 
構築物 
(百万円) 

土地 その他
有形固定
資産 
(百万円)

敷金・
差入 
保証金等
(百万円)

合計
(百万円)

売場面積 
(㎡) 

従業員数
(名) 

面積(㎡) 
帳簿価額
(百万円)

本部 
(名古屋市北区) 

事務所 24 ― ― 5 0 29 ― 72

会社名 事業所名 
(所在地) 

店舗数 
（店） 

設備の 
内容 

建物及び 
構築物 
(百万円) 

土地 その他有形
固定資産 
(百万円) 

敷金・差入
保証金等 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

売場面積 
(㎡) 

従業
員数
(名)面積(㎡)

帳簿価額
(百万円)

㈱白沢 
ド ラ ッ

グ 

愛知県 64 店舗 1,055 3,019.86 595 40 600 2,292 28,891 192

岐阜県 11 店舗 248 ― ― 11 147 407 5,729 33

［店舗計］ 75  1,303 3,019.86 595 52 747 2,699 34,620 225

本部その他 
(愛知県尾張旭市) 

― 事務所 18 290.00 54 0 ― 72 ― 11

［白沢ドラッグ

計］ 
75  1,321 3,310.76 649 52 747 2,772 34,620 236

㈱東洋 
薬局 

三重県 44 店舗 409 1,515.82 302 13 671 1,397 21,645 148

大阪府 19 店舗 149 ― ― 8 544 702 9,680 58

奈良県 18 店舗 490 ― ― 10 308 809 10,977 56

和歌山県 10 店舗 317 ― ― 4 98 420 7,084 27

兵庫県 1 店舗 15 ― ― 1 57 74 850 4

［店舗計］ 92  1,382 1,515.82 302 37 1,680 3,403 50,239 293

本部その他 
（三重県津市） 

― 事務所 ― ― ― 0 1 1 ― 11

［東洋薬局計］ 92  1,382 1,515.82 302 38 1,681 3,405 50,239 304

㈱ シ ー

ズ ア ン

ド ア ー

パス 

静岡県 8 店舗 105 ― ― 8 515 1,627 4,619 27

愛知県 41 店舗 908 1,443.20 154 49 115 230 23,872 137

［店舗計］ 49  1,014 1,443.20 154 57 631 1,857 28,492 164

本部その他 
（愛知県豊橋市） 

― 事務所 ― ― ― 0 2 3 ― 9

［シーズアンドア

ーパス計］ 
49  1,014 1,443.20 154 58 633 1,861 28,492 173



  
(注) １ 金額は帳簿価額であり、建設仮勘定は含まれておりません。 

２ 従業員数には臨時従業員(パート及びアルバイト)1,517名(１日８時間換算、期中平均値)は含まれておりません。 

３ 「その他有形固定資産」には、「車両運搬具」及び「器具及び備品」を含んでおります。 

４ 「敷金・差入保証金等」には、「敷金・差入保証金」及び建設協力金目的での「長期貸付金」を含んでおります。 

    ５ 提出会社から連結子会社に賃貸しているものにつきましては、連結子会社にて記載しております。 

６ 上記の他、主要なリース設備として、以下のものがあります。 

(注) なお、提出会社から連結子会社に転リースしているものにつきましては、連結子会社にて記載しております。 

  

会社名 設備の内容 年間リース料(百万円) 摘要 

㈱ジップ・ホールディングス 事務所 162 リース 

㈱白沢ドラッグ 
店舗 189 リース 

事務所 16 リース 

㈱東洋薬局 
店舗 274 リース 

事務所 21 リース 

㈱シーズアンドアーパス
店舗 153 リース 

事務所 18 リース 



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループの設備投資においては、出店条件、商圏人口等を総合的に勘案し個別店舗の採算を重視した上で、グ

ループ会社の出店計画を当社が決定しております。 

(1) 重要な設備の新設等 

平成18年11月15日現在における進行中及び計画中の主なものは次のとおりであります。 

(平成19年11月期) 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 事業所名は仮称であります。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

特記すべき事項はありません。 

  

事業所名 
設備の 
内容 

投資予定額 
資金調達方法 着手年月 完了予定年月

完成後の 
売場面積 
（㎡） 

総額 
(百万円) 

既支払額 
(百万円) 

小坂井店 
（愛知県小坂井町） 

新設店舗 98 38 自己資金 平成18年 3月 平成19年 2月 661.15 

打田町店 
（和歌山県紀の川市） 

新設店舗 89 1 自己資金 平成18年 4月 平成19年 4月 515.70 

西淡店 
（兵庫県南あわじ市） 

新設店舗 132 41 自己資金 平成18年 3月 平成19年 4月 661.15 

竹の山店 
（愛知県日進市） 

新設店舗 121 3 自己資金 平成18年 5月 平成19年 5月 519.00 

蔵持店 
（三重県名張市） 

新設店舗 95 ― 自己資金 平成18年12月 平成19年 5月 661.15 

その他新設店舗 
（10店舗） 

新設店舗 1,016 17 自己資金 平成18年 4月 平成19年11月 未定 

 15店舗   1,552 102  ― ― ― 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 株式会社ライフォートと共同して株式移転により、平成18年11月16日に完全親会社「株式会社アライドハーツ・ホールディ

ングス」を設立し、その完全子会社となりましたので、当社の株式は、ジャスダック証券取引所において平成18年11月10日

に上場廃止となっております。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

(平成14年５月31日臨時株主総会特別決議) 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 47,875 

計 47,875 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年11月15日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年2月13日)

上場証券取引所又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 22,587 22,587 ― ― 

計 22,587 22,587 ― ― 

  
事業年度末現在
(平成18年11月15日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年１月31日) 

新株予約権の数 916 個 ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 ― 

新株予約権の目的となる株式の数 916 株 (注)１，８ ― 

新株予約権の行使時の払込金額 240,000円 (注)２ ― 

新株予約権の行使期間 
平成16年６月１日から平成24
年５月31日まで 

― 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の発
行価格及び資本組入額 

発行価格    240,000円
資本組入額   120,000円 

― 

新株予約権の行使の条件 (注)６ ― 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)７ ― 

代用払込みに関する事項 ― ― 



(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとします。ただし、かかる

調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式についてのみ行われ、調整の結

果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとします。 

   調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げます。 

  また、時価を下回る価格で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

３ 新株予約権の発行価格は無償とします。 

４ 株式交換および株式移転時の取扱い 

   当社が完全子会社となる株式交換、株式移転を行う場合は、新株予約権を完全親会社となる会社に承継させることがで

きる。 

   承継された新株予約権の内容の決定の方針は次の通りとする。 

 ア 目的たる完全親会社の株式の種類 

   完全親会社の普通株式 

 イ 目的たる完全親会社の株式の数 

   株式交換または株式移転の比率に応じて調整する。調整後の１株未満の端数は切り捨てる。 

 ウ 権利行使に際して払い込むべき額(権利行使価格) 

   株式交換または株式移転の比率に応じて調整する。調整後の１株未満の端数は切り上げる。 

 エ 権利行使期間、その他の権利行使の条件、消却事由等 

   株式交換または株式移転に際して当社取締役会が決定する。 

 オ 取締役会による譲渡承認について 

   新株予約権の譲渡について、完全親会社の取締役会の承認を要するものとする。 

５ 下記の場合は、新株予約権を無償で消却することができます。 

 ア 当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案ならびに株式

移転の議案につき株主総会で承認されたとき。 

 イ 新株予約権者が権利行使をする前に、当社または当社の子会社の取締役、監査役もしくは従業員その他これに準ずる地

位喪失により新株予約権を行使できなかった場合。 

 ６ 権利行使の条件は以下のとおりであります。 

 ア 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使の時に、当社及び当社の子会社の取締役、監査役、従業員その他これに準ず

る地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由ある場合はこの限りではない。

 イ その他の権利行使の条件は、本株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と引受者との間で締結する新株予約権

割当契約に定めるところによる。 

７ 新株予約権の譲渡につきましては新株予約権割当契約に定められております。 

８ 新株予約権の目的となる株式の数は、取締役会決議における新株発行予定数から、本人申出による権利喪失者の新株予約

権の数を減じております。 

９ 平成18年11月16日、完全親会社「株式会社アライドハーツ・ホールディングス」の設立に伴い、同日付で新株予約権は同

社に承継されております。 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の比率 

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１株当たり時価 

既発行株式数＋新発行株式数 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注)  

１ 有償第三者割当 

  発行価格  480,000円 

  資本組入額 240,000円 

  割当先 ジップ従業員持株会、株式会社三和銀行(現株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行)、株式会社百五銀行、三和キャピタル

株式会社(現三菱ＵＦＪキャピタル株式会社)他７社 

２ 当社普通株式１株を２株に分割しております。 

３ 有償第三者割当 

  発行価格  270,000円 

  資本組入額 135,000円 

  割当先 株式会社ハーティウォンツ 

４ 有償一般募集(ブックビルディング方式) 

  発行価格  380,000円 

  引受価額  355,300円 

  発行価額  297,500円 

  資本組入額 148,750円 

５ 有償第三者割当(オーバーアロットメントによる割当) 

  発行価格  355,300円 

  発行価額  297,500円 

  資本組入額 148,750円 

  割当先 ＵＦＪつばさ証券株式会社（現三菱ＵＦＪ証券株式会社） 

６ 新株予約権の行使による増加であります。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成13年12月20日 
(注)１ 

587 9,575 140 626 140 983

平成14年４月19日 
(注)２ 

9,575 19,150 ― 626 ― 983

平成15年５月１日 
(注)３ 

113 19,263 15 641 15 998

平成15年12月24日 
(注)４ 

2,550 21,813 379 1,020 526 1,525

平成16年１月22日 
(注)５ 

209 22,022 31 1,051 43 1,568

平成15年11月21日～ 
平成16年11月20日 
(注)６ 

147 22,169 17 1,069 17 1,586

平成16年11月21日～ 
平成17年11月20日 
(注)６ 

225 22,394 27 1,096 27 1,613

平成17年11月21日～ 
平成18年11月15日 
(注)６ 

193 22,587 23 1,119 23 1,636



(4) 【所有者別状況】 

平成18年11月15日現在 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年11月15日現在 

  

（注）１．前事業年度末現在主要株主であった熊澤厚生は、当事業年度では主要株主ではなくなりました。 

２．当社は平成18年11月16日付で株式会社ライフォートとともに、株式移転により完全親会社「株式会社アラ

イドハーツ・ホールディングス」を設立いたしましたので、同社が当社の全株式を保有することとなりま

した。 

区分 

株式の状況
単元未満株
式の状況 
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 個人
その他 

計 
個人以外 個人

株主数(人) ― 10 1 38 5 (－) 731 785 ― 

所有株式数 
(株) 

― 4,481 3 4,752 1,063 (－) 12,288 22,587 ― 

所有株式数 
の割合(％) 

― 19.83 0.01 21.04 4.71 (－) 54.40 100.00 ― 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

舌 古   宏 三重県津市 2,280 10.09

山 本 健 一 愛知県田原市 2,234 9.89

熊 澤 厚 生 名古屋市守山区 2,142 9.48

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,963 8.69

㈱デュアルバランス 愛知県田原市田原町東大浜128番地の２ 1,800 7.96

㈲シーズホールディングス 愛知県田原市田原町殿町６番地 1,426 6.31

舌 古 和 子 三重県津市 1,048 4.63

ジップ従業員持株会 名古屋市北区若鶴町314番地 670 2.96

資産管理サービス信託銀行株式
会社（年金持金口）  

東京都中央区晴海１丁目８番12号 611 2.70

資産管理サービス信託銀行株式
会社（証券投資信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番12号 609 2.69

計 ― 14,783 65.45



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年11月15日現在 

  

② 【自己株式等】 

該当事項はありません。 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条

ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方法によるものです。当該制度の内容は以下のとおりであります。 

  

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 22,587 22,587 ― 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 22,587 ― ― 

総株主の議決権 ― 22,587 ― 

決議年月日 平成14年５月31日

付与対象者の区分及び人数 
 付与対象者は、当社の取締役４名、従業員17名及び当社子会社の取締
役４名 計25名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 同上 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 該当事項はありません。 

（１）【株主総会決議による取得の状況】 

   該当事項はありません。 

（２）【取締役会決議による取得の状況】 

   該当事項はありません。 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

   該当事項はありません。 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

   該当事項はありません。  

  

３ 【配当政策】 

当社は株主への利益還元を経営の重要な課題と認識しております。配当政策については、完全親会社である株式会

社アライドハーツ・ホールディングスへの配当を通じて、企業体質の強化と将来の事業展開のために内部留保の充実

を図るとともに、グループの業績に応じた配当を安定かつ継続的に行うことを基本方針としております。 

当事業年度におきましては、上記配当方針に従い平成19年2月9日開催の定時株主総会において、当事業年度末現在

の株式１株当たり普通配当7,000 円とすることを決定いたしました。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券業協会における

ものであります。なお当社は平成15年12月24日をもって同協会に株式を登録いたしましたので、それ以前の株価については

該当事項はありません。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) １ 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所によるものであります。 

２ 各月前月21日から当月20日の期間について記載しております。 

３ 当社株式は平成18年11月10日付でジャスダック証券取引所において上場廃止となっておりますので、平成18年11月は、10

日までの株価に基づいて記載しております。 

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期

決算年月 平成14年11月 平成15年11月 平成16年11月 平成17年11月 平成18年11月

最高(円) ― ― 800,000 450,000 649,000

最低(円) ― ― 257,000 251,000 419,000

月別 平成18年６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 

最高(円) 575,000 505,000 530,000 480,000 467,000 460,000

最低(円) 458,000 485,000 469,000 419,000 437,000 430,000



５ 【役員の状況】 

  

(注) 監査役 青木清明は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株) 

代表取締役 
社長   三 枝 將 夫 昭和28年１月31日生

昭和63年２月 株式会社ウィステリア(現 株式

会社CFSコーポレーション)入社 

― 

平成12年８月 株式会社ハックキミサワ(現 株

式会社CFSコーポレーション)人事

部長就任 

平成14年２月 同社執行役員事業部長就任 

平成15年２月 株式会社CFSコーポレーション営

業部長就任 

平成17年３月 当社入社 営業本部長付部長就任 

平成17年５月 当社執行役員就任 

  株式会社シーズアンドアーパス代

表取締役社長就任 

平成17年11月 当社執行役員販売統括部長就任 

平成18年11月 当社代表取締役社長就任(現任) 

  株式会社アライドハーツ・ホール

ディングス執行役員就任(現任) 

取 締 役 第４店舗運営 
部 長 栗 本 和 正 昭和31年11月19日生

昭和54年４月 株式会社サワムラヤ入社 

― 

平成13年１月 当社入社 

平成13年11月 株式会社白沢ドラッグ取締役就任 

平成14年10月 株式会社東洋薬局取締役就任 

平成18年11月 当社取締役第４店舗運営部長就任

(現任) 

取 締 役 薬 事 部 長 谷 山 正 好 昭和31年１月18日生

昭和56年４月 医療法人明陽会成田記念病院入社 

― 
平成17年６月 当社入社 営業本部付部長就任 

平成17年11月 当社薬事部長就任 

平成18年11月 当社取締役薬事部長就任(現任) 

常勤監査役   大 橋 慎 治 昭和30年６月28日生

昭和56年４月 カネボウ薬品株式会社入社 

― 

昭和60年３月 株式会社東洋薬局入社 

平成12年５月 当社入社 内部監査室長就任 

平成14年４月 株式会社東洋薬局代表取締役社長

就任 

平成17年１月 当社営業本部チーフマネージャー

就任 

平成17年５月 当社内部監査室室長就任 

平成18年11月 当社常勤監査役就任(現任) 

監査役   青 木 清 明 昭和25年11月13日生

昭和52年７月 三重県庁入庁 

― 

平成４年６月 三重県庁退職 

平成４年７月 進学予備校 青木塾 開業 

  株式会社東洋薬局顧問就任 

平成15年２月 当社監査役就任(現任) 

平成18年11月 株式会社アライドハーツ・ホール

ディングス監査役就任(現任) 

計 ― 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本方針及び施策の実施状況については、以下の通りであります。 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本方針 

当社は持株会社経営における日本のモデル企業となることを目指し、複数の企業からなるグループ経営におい

て、経営環境・市場環境の変化に迅速かつ的確に対応できる経営体制の確立を目指しております。 

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

ａ．会社の経営上の意思決定、執行及び監督にかかる経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制状況 

当社は、監査役制度を採用しております。取締役会は平成18年11月15日現在6名の取締役で構成され、月１回

定時取締役会をまた必要に応じて臨時取締役会を開催しております。 

また当社は、平成16年5月21日以降、更なる経営効率の向上とコーポレート・ガバナンス体制の強化を目指し

て、「経営監督機能」と「業務執行機能」を分離し、前者は取締役会が、後者は執行役員会が担当することと

致しました。執行役員会は平成18年11月15日現在5名の執行役員で構成され、原則として週１回開催しておりま

す。 

次に監査体制面では、社外監査役3名（うち1名は常勤）による監査役会がこれに当っております。監査役

は、取締役会はもとより執行役員会等に出席して意見を述べる他、内部監査室長や監査法人と積極的に意見交

換すること等、幅広く経営監視を行っております。 

ｂ．内部統制システム・リスク管理体制の整備の状況 

当社は内部統制の一環として、内部監査室を設置し、グループの業務執行が適正かつ効率的に行われるよう

監査に努めております。 

また、コンプライアンスにつきましては、取締役会決議に基づき、社内の「倫理綱領」を制定・配布し、全

社的に社会規範・法令の遵守を徹底するよう努めております。この他、必要に応じて、弁護士等の専門家から

意見を受ける体制を備えております。 

リスク管理につきましては、リスクの横断的・総合的管理の観点からリスク管理委員会を設置しておりま

す。 

ｃ．会計監査の状況 

当社の会計監査業務は監査法人トーマツが行っており、業務を執行した公認会計士は加藤正樹氏、石倉平五

氏であります。また、当社の監査業務に係る補助者は、公認会計士４名、会計士補３名、その他２名でありま

す。 
  

 



ｄ．会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

社外監査役３名と当社の間に、人的関係、資本的関係等はございません。 

なお、当社は平成18年11月16日付で株式会社ライフォートと共同して、完全親会社株式会社アライド・ハーツ

ホールディングスを設立いたしました。今後は統合効果により企業価値を高め、より効率かつ健全で透明性の高

いアライドハーツグループとしてのコーポレート・ガバナンス体制の構築に取り組んでまいります。 

  

(3) 役員報酬の内容 

  

(4) 監査報酬の内容 

  公認会計士法（昭和２３年法律第103号） 

  第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  17 百万円 

  上記以外の報酬金額            ― 百万円 

区分 

取締役 監査役 計 

支給人員 
(名) 

支給額
(百万円) 

支給人員
(名) 

支給額
(百万円) 

支給人員 
(名) 

支給額 
(百万円) 

株主総会決議に 
基づく報酬 

6 126 3 16 9 142

利益処分による 
役員賞与 

― ― ― ― ― ―

株主総会決議に 
基づく退職慰労金 

6 158 ― ― 6 158

計 ― 285 ― 16 ― 301



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成16年11月21日から平成17年11月20日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第２項のただし

書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

また、前連結会計年度(平成16年11月21日から平成17年11月20日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度(平成17年11月21日から平成18年11月15日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成16年11月21日から平成17年11月20日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第２項のただし書

きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

また、前事業年度(平成16年11月21日から平成17年11月20日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度(平成17年11月21日から平成18年11月15日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年11月21日から平成17年11月20日まで)及

び前事業年度(平成16年11月21日から平成17年11月20日まで)並びに当連結会計年度(平成17年11月21日から平成18年11

月15日まで)及び当事業年度(平成17年11月21日から平成18年11月15日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、監

査法人トーマツの監査を受けております。 

  

３ 決算期の変更について 

  平成18年8月5日開催の臨時株主総会において定款の一部変更を決議し、決算期を11月20日から11月15日に変更いた

しました。これに伴い当事業年度は平成17年11月21日から平成18年11月15日までの360日間であります。 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

(平成17年11月20日) 

当連結会計年度 

(平成18年11月15日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金 1,778 2,333 

２ 売掛金 1,318 1,226 

３ たな卸資産 10,646 9,842 

４ 繰延税金資産 240 911 

５ その他 1,100 927 

貸倒引当金 △29 △1 

流動資産合計 15,055 57.6 15,240 59.7

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産   

(1) 建物及び構築物 7,004 6,832   

    減価償却累計額 △2,447 4,567 △3,025 3,807 

(2) 車両運搬具 8 6   

  減価償却累計額 △7 0 △5 0 

(3) 器具及び備品 667 659   

    減価償却累計額 △498 168 △504 155 

(4) 土地 1,354 1,321 

(5) 建設仮勘定 71 117 

 有形固定資産合計 6,152 23.5 5,400 21.1

２ 無形固定資産   

    (1) 連結調整勘定 190 ― 

  (2) のれん ― 179 

(3) その他 266 225 

    無形固定資産合計 456 1.8 405 1.6

３ 投資その他の資産   

(1) 投資有価証券 ※1・4 379 379 

(2) 長期貸付金 1,329 1,252 

(3) 繰延税金資産 19 483 

(4) 敷金・差入保証金 1,910 1,861 

(5) その他 850 528 

貸倒引当金 △14 △14 

投資その他の資産 4,475 17.1 4,491 17.6

固定資産合計 11,085 42.4 10,297 40.3

Ⅲ 繰延資産   

    (1) 社債発行費 5 ― 

   繰延資産合計 5 0.0 ― ―

資産合計 26,145 100.0 25,538 100.0

    



    

  
前連結会計年度 

(平成17年11月20日) 

当連結会計年度 

(平成18年11月15日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

１ 買掛金 ※４ 11,688 10,467 

２ 短期借入金 1,300 1,300 

３ 1年内返済予定長期借入金 1,462 2,311 

４ 未払金 1,439 1,641 

５ 未払法人税等 318 346 

６ ポイント債務引当金 ― 1,340 

７ その他 260 344 

流動負債合計 16,469 63.0 17,750 69.5

Ⅱ 固定負債   

１ 社債 300    300 

２ 長期借入金 2,776 2,064 

３ 繰延税金負債 55 ― 

４ 退職給付引当金 19 116 

５ 役員退職慰労引当金 195 ― 

６ その他 46 125 

固定負債合計 3,392 13.0 2,607 10.2

負債合計 19,861 76.0 20,357 79.7

(資本の部)   

Ⅰ 資本金 ※２ 1,096 4.2 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 1,613 6.2 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 3,537 13.5 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 37 0.1 ― ―

資本合計 6,284 24.0 ― ―

負債及び資本合計 26,145 100.0 ― ―

(純資産の部)   

Ⅰ 株主資本   

１ 資本金   ― 1,119 

２ 資本剰余金 ― 1,636 

３ 利益剰余金 ― 2,394 

株主資本合計 ― ― 5,150 20.2

Ⅱ 評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 ― 29 0.1

評価・換算差額等合計 ― ― 29 0.1

純資産合計 ― ― 5,180 20.3

負債純資産合計 ― ― 25,538 100.0

      



② 【連結損益計算書】 

  

  
前連結会計年度 

(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  65,696 100.0 65,950 100.0

Ⅱ 売上原価  48,884 74.4 49,071 74.4

売上総利益  16,811 25.6 16,878 25.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１ 広告宣伝費 1,494 1,351   

２ 給与及び手当 6,370 6,836   

３ 福利厚生費  787 830   

４ 貸倒引当金繰入額  7 ―   

５ 退職給付費用  76 114   

６ 役員退職慰労引当金繰入額  43 20   

７ 賃借料  3,051 3,085   

８ 減価償却費  457 498   

９  ポイント債務引当金繰入額  ― 518   

10 連結調整勘定償却額  10 ―   

11 のれん償却額  ― 10   

12 その他  2,899 15,200 23.1 2,708 15,975 24.2

営業利益   1,610 2.5 903 1.4

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息  23 22   

２ 受取配当金  4 6   

３ 受取手数料  88 18   

４ 連結調整勘定償却額  6 ―   

５ 販売促進用備品受贈益  52 24   

６ 持分法による投資利益  1 7   

７ その他  29 206 0.3 29 109 0.2

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息  66 54   

２ 経営統合関連費用  ― 68   

３ 営業外手数料  27 7   

４ その他  21 115 0.2 21 153 0.2

経常利益   1,701 2.6 859 1.3

Ⅵ 特別利益     

１ 前期損益修正益  9 ―   

２ 受取保険金  8 ―   

３ 貸倒引当金戻入益  ― 28   

４ 投資有価証券売却益  3 ―   

５ 償却債権取立益  4 ―   

６ その他  ― 25 0.0 0 28 0.0



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

   
前連結会計年度 

(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅶ 特別損失     

 １ 過年度減価償却費  ― 243   

 ２ 過年度ポイント債務 
引当金繰入額 

 ― 821   

 ３ 退職給付費用  ― 424   

４ 過年度役員退職慰労 
引当金繰入額 

 11 11   

５ 過年度給与  10 ―   

６ 固定資産除却損 ※１ 96 120   

 ７ 減損損失 ※２ ― 801   

８ リース解約損  42 １   

９ 役員退職金  20 6   

10 その他  35 216 0.3 96 2,526 3.8

税金等調整前当期純利益 
又は当期純損失(△) 

  1,511 2.3 △1,639 △2.5

法人税、住民税 
及び事業税 

 588 553   

法人税等調整額  28 616 0.9 △1,184 △630 △1.0

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

  894 1.4 △1,008 △1.5

      



③ 【連結剰余金計算書】 

  

    
前連結会計年度 

(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高    1,586

Ⅱ 資本剰余金増加高     

増資による新株の発行   27 27

Ⅲ 資本剰余金期末残高    1,613

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高    2,775

Ⅱ 利益剰余金増加高     

当期純利益   894 894

Ⅲ 利益剰余金減少高     

配当金   133 133

Ⅳ 利益剰余金期末残高    3,537

      



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自平成17年11月21日 至平成18年11月15日) 

  

（注）平成18年２月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金
株主資本
合計 

その他
有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成17年11月20日残高 
(百万円) 

1,096 1,613 3,537 6,247 37 37 6,284 

連結会計年度中の変動額          

 新株の発行 23 23  46    46 

 剰余金の配当（注）    △134 △134    △134 

 当期純損失    △1,008 △1,008    △1,008 

  株主資本以外の項目の 
  連結会計年度中の変動 
額(純額)  

     △7 △7 △7 

連結会計年度中の変動額 
合計(百万円) 

23 23 △1,142 △1,096 △7 △7 △1,103 

平成18年11月15日残高 
(百万円) 

1,119 1,636 2,394 5,150 29 29 5,180 



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

  前連結会計年度 

(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

区        分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

1.税金等調整前当期純利益(△純損失)  1,511 △1,639 

2.減価償却費  470 499 

3.減損損失  ― 801 

4.貸倒引当金の増加額(△減少額)  △8 △27 

5.退職給付引当金の増減額（△減少額）  19 96 

6.役員退職慰労引当金の増減額(△減少額)  24 △156 

7.ポイント債務引当金の増加額（△減少額）  ― 1,340 

8.前払年金費用の増減額（△増加額）  △135 288 

9.受取利息及び受取配当金  △28 △29 

10.支払利息  66 54 

11.販売促進用備品受贈益  △52 △24 

12.固定資産除却損  96 120 

13.過年度減価償却費  ― 243 

14.売上債権の増減額（△増加額）  △221 91 

15.たな卸資産の増減額（△増加額）  △823 804 

16.未収入金の増減額(△増加額)  △106 313 

17.仕入債務の増減額（△減少額）  1,108 △1,210 

18.未払金の増減額（△減少額）  60 86 

19.未払費用の増減額（△減少額）  △5 △23 

20.未払消費税等の増減額（△減少額）  △34 75 

21.その他  38 77 

小計  1,980 1,782 

22.利息及び配当金の受取額  28 29 

23.利息の支払額  △72 △55 

24.法人税等の支払額  △535 △630 

   営業活動によるキャッシュ・フロー  1,401 1,125 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

1．定期預金の預入による支出  △10 △3 

2. 定期預金の払戻による収入  4 6 

 3．有形固定資産の取得による支出  △701 △525 

4. 無形固定資産の取得による支出  △37 △52 

5. 投資有価証券の取得による支出  0 △10 

6. 投資有価証券の売却による収入  10 0 

 7．関連会社株式の取得による支出  △5 ― 

 8．長期前払費用の払込による支出  △48 △40 

  9．貸付けによる支出  △161 △93 

 10. 貸付金の回収による収入  88 96 

11. 敷金・差入保証金等の払込による支出  △155 △76 

12. 敷金・差入保証金の返還による収入  99 65 

13. その他  58 19 

   投資活動によるキャッシュ・フロー  △857 △614 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

1．短期借入金の純増減額（△減少額）  △310 ― 

 2．長期借入れによる収入  2,000 1,900 

 3．長期借入金の返済による支出  △2,138 △1,762 

 4．株式の発行による収入  54 46 

  5. 配当金の支払額  △133 △133 

   財務活動によるキャッシュ・フロー  △527 50 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（△減少額）  16 561 

Ⅴ  現金及び現金同等物の期首残高  1,755 1,772 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,772 2,333 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数 

  ４社 

 連結子会社の名称 

  「第１ 企業の概況 ４ 関係会社

の状況」に記載しているため省略し

ております。 

(2) 非連結子会社の名称等 

  ㈱ジップ・コーポレーション 

  ㈱プロアクト 

 (連結の範囲から除いた理由) 

  非連結子会社はいずれも小規模で

あり、合計の総資産高、売上高、当

期純利益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等は、

いずれも連結財務諸表に重要な影響

を及ぼさないためであります。 

(1) 連結子会社の数 

  ３社 

 連結子会社の名称 

同   左 

  

  

(2) 非連結子会社の名称等 

  ㈱ジップ・コーポレーション 

  

 (連結の範囲から除いた理由) 

  総資産、売上高、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等は、いずれも連結

財務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1) 持分法適用の関連会社数 

  ２社 

  ビーア㈱ 

  ㈱ジップウォンツ 

(2) 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社の名称 

  ㈱ジップ・コーポレーション 

  ㈱プロアクト 

 (持分法を適用しない理由) 

  持分法非適用会社は、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持

分法の対象から除いても連結財務諸

表に及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないため、持

分法の適用範囲から除外しておりま

す。 

(1) 持分法適用の関連会社数 

同   左 

  

  

(2) 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社の名称 

  ㈱ジップ・コーポレーション 

  

 (持分法を適用しない理由) 

  持分法非適用会社は、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持

分の対象から除いても連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であるため、持

分法の適用から除外しております。 

  (3) 議決権の100分の20以上、100分の

50以下を自己の計算において所有

しているにもかかわらず、関連会

社としなかった会社の名称 

  グレートアンドグランド㈱ 

 (関連会社としない理由) 

  100分の20以上の所有が一時的で

あり、当該会社の財務力及び営業の

方針決定に対して、重要な影響を与

えることができないためでありま

す。 

(3)     ――――― 

  

  (4) ビーア㈱、㈱ジップウォンツとも

決算日が連結決算日と異なるた

め、各社の事業年度に係る財務諸

表を使用しております。 

(4)     同   左 



  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

３．連結子会社の決算日等に

関する事項 

 連結子会社の事業年度の末日は、連

結決算日と一致しております。 

同   左 

４. 会計処理基準に関する事

項 

  

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

 ①有価証券 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

 ②たな卸資産 

  商品 

   売価還元法による原価法 

   ただし調剤薬品については最終

仕入原価法による原価法 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

 ①有価証券 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

  時価のないもの 

同   左 

 ②たな卸資産 

  商品 

同   左 

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

  有形固定資産 

   定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（附属設

備を除く）は、定額法） 

――――― 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

  有形固定資産 

   定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（附属設

備を除く）は、定額法） 

   事業用定期借地権が設定されて

いる借地上の建物については、当

該借地契約期間を耐用年数とし残

存価額を零とする定額法を採用し

ております。 

     なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。 

   建物及び構築物 3～50年  

   器具及び備品  2～20年 

   なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。 

   建物及び構築物 3～47年  

   器具及び備品  2～20年 

  

  

  無形固定資産 

――――― 

  

  無形固定資産 

   定額法 

   なお、借地権については、借地

契約期間を耐用年数とする定額法

を採用しております。 

  (3) 重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

同   左 

  



  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

   ② 

――――― 

 ②ポイント債務引当金  

  販売促進を目的とするポイントカ

ード制度に基づき、顧客に付与した

ポイントの利用負担に備えるため、

将来の費用負担見込額を計上してお

ります。 

 (追加情報) 

  従来、ポイントカードのポイント

利用により発生する費用について

は、ポイントと商品券等との交換時

に費用処理しておりましたが、当連

結会計年度においてポイントの管理

体制が整備され、将来使用されると

見込まれる額の合理的な見積りが可

能となったため、当連結会計年度よ

り、将来の費用負担見込額について

ポイント債務引当金として計上して

おります。 

  これにより、従来の方法によった

場合に比べ、営業利益及び経常利益

は518百万円減少し税金等調整前当

期純損失は1,340百万円増加してお

ります。 

   ③退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産に基づき、当連結

会計年度末において発生していると

認められる額を計上しております。 

  また、執行役員については、内規

に基づく当連結会計年度末要支給額

を計上しております。 

 ③退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産に基づき、当連結

会計年度末において発生していると

認められる額を計上しております。 

  数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間内の一定年数（５年）

による定額法により按分した額をそ

れぞれの発生の翌連結会計年度から

費用処理することとしております。 

     (追加情報) 

  当社及び連結子会社の退職給付債

務の算定方法については、従来簡便

法を採用しておりましたが、当連結

会計年度から原則法により算定する

方法へ変更しております。この変更

は退職給付に関する数理計算を実施

する環境が整備されたことに伴い、

より適正な期間損益計算を行うため

であります。 

  この結果、従来と同一の方法を採

用した場合と比べ、営業利益および

経常利益は35百万円減少し、税金等

調整前当期純損失は463百万円増加

しております。 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

   ④役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく当連結会計年度

末要支給額を計上しております。 

  なお、過年度相当額55百万円は平

成14年11月期より５年間で均等額を

費用処理することとしております。 

 ④役員退職慰労引当金 

――――― 

  

  

  

  

  

 (追加情報) 

  役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく要支給額を計上

しておりましたが、当連結会計年度

において役員退職慰労金制度を廃止

いたしました。 

  これにより「役員退職慰労引当

金」を全額取崩し、打ち切り支給額

の未払い分については、固定負債の

「その他」として表示しておりま

す。 

  (4) 重要なリース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

同   左 

  

  

  (5) その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   税抜方式によっております。 

   なお、控除対象外消費税等は発

生連結会計年度の期間費用として

処理しております。 

(5) その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同   左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 全面時価評価法によっております。 同   左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 ５年間及び20年間で均等償却してお

ります。 

――――― 

７. のれんの償却に関する事

項 

―――――  20年間で均等償却しております。 

８. 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について、連結会計年度中に確

定した利益処分に基づいて作成してお

ります。 

――――― 

９. 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。 

同   左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  

  

  

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

  

――――――――――――― 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用して

おります。これにより当連結会計年度の営業利益、経常

利益は62百万円増加し、税金等調整前当期純損失は738

百万円増加しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸

表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

  

――――――――――――― 

  

（建物等の減価償却方法の変更） 

 事業用定期借地権が設定されている借地上の建物の償

却方法については、当該契約満了時に更地返還義務があ

ることから、当連結会計年度より従来の税法上の耐用年

数に基づく減価償却方法から当該借地契約期間を耐用年

数とし残存価額を零とする定額法に変更しました。 

 また、借地権については、税法の規定に基づき償却を

行わず取得原価で資産計上していましたが借地契約期間

を耐用年数とする定額法により償却することに変更しま

した。これらは、費用の適正な期間配分を行うため、ま

た、経営統合を予定している株式会社ライフォートと会

計方針を統一するために変更するものであります。この

結果、前連結会計年度と同一の方法を採用した場合と比

較して、当連結会計年度の減価償却費は73百万円増加

し、営業利益、経常利益は73百万円減少し、税金等調整

前当期純損失は316百万円増加しております。 

  

――――――――――――― 

  

（連結貸借対照表「純資産の部」の表示） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月9日）を適用しております。従来の資

本の部の合計に相当する金額は5,180百万円でありま

す。 

 なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年

度における連結貸借対照表の純資産の部については、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。 



表示方法の変更 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

（連結貸借対照表関係） 

  

――――――――――――― 

  

（連結貸借対照表関係） 

 前連結会計年度において、「連結調整勘定」として掲

記されていたものは、当連結会計年度から「のれん」と

表示しております。 

    

（連結損益計算書関係） 

 「営業外手数料」は、前連結会計年度まで、営業外費

用の「その他」に含めて表示しておりましたが、営業外

費用の合計額の100分の10を超えたため区分掲記いたし

ました。 

 なお、前連結会計年度の「営業外手数料」の金額は、

17百万円であります。 

（連結損益計算書関係） 

 前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」と

して掲記されていたものは、当連結会計年度から「のれ

ん償却額」と表示しております。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

(連結損益計算書関係) 

前連結会計年度
(平成17年11月20日現在) 

当連結会計年度
(平成18年11月15日現在) 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

※２．当社の発行済株式総数は、普通株式22,394株であ

ります。 

 ３．当座貸越契約 

    当社は、運転資金および出店資金の効率的な運

営を図るため、取引銀行16行と当座貸越契約を締

結しております。 

    当連結会計年度末における当座貸越契約に係る

借入未実行残高等は次のとおりであります。 

※４．担保提供資産 

   上記資産は買掛金353百万円の担保に供しており

ます。 

投資有価証券（株式） 72百万円

当座貸越極度額の総額 4,850百万円

借入実行残高 1,200百万円

当連結会計年度末 
未使用残高 

3,650百万円

投資有価証券 8百万円

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

※２．     ―――――――――― 

  

 ３．当座貸越契約 

    当社は、運転資金および出店資金の効率的な運

営を図るため、取引銀行15行と当座貸越契約を締

結しております。 

    当連結会計年度末における当座貸越契約に係る

借入未実行残高等は次のとおりであります。 

※４．担保提供資産 

   上記資産は買掛金163百万円の担保に供しており

ます。 

投資有価証券（株式） 75百万円

当座貸越極度額の総額 9,400百万円

借入実行残高 1,300百万円

当連結会計年度末
未使用残高 

8,100百万円

投資有価証券 16百万円

前連結会計年度
(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

※１ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 85百万円

器具及び備品 3百万円

敷金・差入保証金 6百万円

その他 2百万円

合計 96百万円

※１ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 51百万円

器具及び備品 3百万円

敷金・差入保証金 15百万円

長期貸付金 36百万円

その他 14百万円

合計 120百万円

※２ 減損損失 

―――――――― 

※２ 減損損失 

  当連結会計年度において、当社は以下の資産グルー

プについて減損損失を計上しました。 

場 所 用 途 種 類
減損損失 
（百万円） 

愛知県
１件 

遊休
資産 土地 33 

愛知県
８件 店舗

建物及び構築物・器具及び
備品・リース資産・その他 145 

三重県
８件 店舗

建物及び構築物・器具及び
備品・リース資産・その他 113 

大阪府
５件 店舗

建物及び構築物・器具及び
備品・リース資産・その他 76 

和歌山県
３件 店舗

建物及び構築物・器具及び
備品・リース資産・その他 110 

奈良県
１件 

賃貸
資産 

建物及び構築物・器具及び
備品・その他 60 

岐阜県
１件 店舗

建物及び構築物・器具及び
備品・リース資産・その他 62 

その他
10件 

賃 貸 資
産等 

建物及び構築物・器具及び
備品・リース資産・その他 197 



  

  

  

  

  

  

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

    当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最

小単位として、店舗資産・賃貸資産・遊休資産のそれ

ぞれの用途において物件単位ごとにグルーピングして

おります。 

  その結果、店舗資産・賃貸資産については、収益性

の悪化により、遊休資産については、市場価格の下落

により、それぞれ回収可能価額が帳簿価額を下回った

上記資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（801百万円）として特別

損失に計上しました。 

    減損損失の内訳 

  

  当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額

と使用価値のうち、いずれか高い方の金額で測定して

おります。 

  なお、遊休資産については重要性が乏しいため、固

定資産税評価額を基準とし、使用価値は将来キャッシ

ュ・フローを４％で割り引いて算定しております。 

建物及び構築物 669百万円

土地 33百万円

器具及び備品 18百万円

リース資産 32百万円

その他 48百万円

計 801百万円



(連結株主資本等変動計算書関係) 

  

当連結会計年度（自 平成17年11月21日 至 平成18年11月15日） 

  

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

※ 普通株式の発行済株式数の増加193株は、新株予約権の行使によるものです。 
  
  

２．配当に関する事項 

(1) 配当金の支払額 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

  
前連結会計 
年度末株式数 

当期増加株式数 当期減少株式数
当連結会計
年度末株式数 

摘  要 

発行済株式 
普通株式 

22,394株 193株 ― 22,587株 ※ 

合 計 22,394株 193株 ― 22,587株   

決議 株式の種類 配当金の総額
1株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成18年2月16日 
定時株主総会 

普通株式 134百万円 6,000円 平成17年11月20日 平成18年2月16日

  決議 
株式の 
種類 

配当の原資 
配当金の
総額 

1株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成19年2月9日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 158百万円 7,000円 平成18年11月15日 平成19年2月13日

前連結会計年度 

(自 平成16年11月21日 

 至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年11月21日 

 至 平成18年11月15日) 

※１ 現金及び現金同等物の年度末残高と連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 1,778百万円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金、定期積金 

△ 6百万円

現金及び現金同等物 1,772百万円

※１ 現金及び現金同等物の年度末残高と連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 2,333百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金、定期積金 

―百万円

現金及び現金同等物 2,333百万円



(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額及び期末残高相当額 

    
器具及び 
備品 
(百万円) 

  

無形固定資産 
(ソフト 
ウェア) 
(百万円) 

  合計 
(百万円) 

取得価額 
相当額  2,178  786

 

2,964

減価償却累 
計額相当額  1,109  364 1,473

期末残高 
相当額  1,069  421  1,491

器具及び
備品 
(百万円) 

無形固定資産 
(ソフト 
ウェア) 
(百万円) 

  合計 
(百万円) 

取得価額
相当額 2,179 771

 

2,950

減価償却累
計額相当額 1,303 489 1,792

減損損失累計
額相当額 32 ―  32

期末残高
相当額 842 282  1,125

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 600百万円

１年超 915百万円

合計 1,516百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額等 

  
未経過リース料

期末残高相当額 

１年内 537 百万円

１年超 618 百万円

合計 1,156 百万円

リース資産減損勘定の残高 20 百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 635百万円

減価償却費相当額 580百万円

支払利息相当額 43百万円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 629 百万円

リース資産減損勘定の取崩額 11 百万円

減価償却費相当額 588 百万円

支払利息相当額 35 百万円

減損損失 32 百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております 

(5) 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております 

    

２ オペレーティング・リース取引(借主側) 

  未経過リース料 

１年内 70百万円

１年超 453百万円

合計 524百万円

２ オペレーティング・リース取引(借主側) 

  未経過リース料 

１年内 67 百万円

１年超 387 百万円

合計 454 百万円



(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成17年11月20日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成16年11月21日 至平成17年11月20日） 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

その他有価証券 

  

  

  種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

(1) 株式 40 105 64

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 19 19 0

小計 60 124 64

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

(1) 株式 5 4 △1

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 5 4 △1

合計 65 129 63

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

１０ ３ ―

内容 連結貸借対照表計上額(百万円) 

非上場株式 174 

その他 3 

合計 177 



当連結会計年度(平成18年11月15日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

その他有価証券 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

  

  

  種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

(1) 株式 33 86 52

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 33 86 52

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

(1) 株式 13 11 △2

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 20 20 △0

小計 34 31 △2

合計 67 117 50

内容 連結貸借対照表計上額(百万円) 

非上場株式 182 

その他 3 

合計 186 

前連結会計年度
(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

 当社グループは、デリバティブ取引を行っておりませ

んので、該当事項はありません。 

同左 



(退職給付関係) 

  

  

次へ 

前連結会計年度
(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社グループは、確定給付型の制度として、従業

員について適格退職年金制度、執行役員について退

職一時金制度を設けております。また、従業員の退

職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

  

１．採用している退職給付制度の概要 

当社グループは、確定給付型の制度として、従業

員について適格退職年金制度、執行役員について退

職一時金制度を設けております。また、退職等に際

して割増退職金を支払う場合があります。 

  

２．退職給付債務に関する事項（平成17年11月20日現

在） 

 イ. 退職給付債務            △301百万円 

 ロ. 年金資産              608百万円 

 ハ. 未積立退職給付債務(イ＋ロ)      307百万円 

 ニ. 連結貸借対照表計上額純額      307百万円 

 ホ. 前払年金費用             326百万円 

 ヘ. 退職給付引当金（ニ－ホ）        △19百万円 

  

 (注)退職給付債務の算定にあたっては、簡便法を採用

しております。 

  

２．退職給付債務に関する事項（平成18年11月15日現

在） 

 イ. 退職給付債務            △798百万円 

 ロ. 年金資産              721百万円 

 ハ. 未積立退職給付債務(イ＋ロ)       △76百万円 

 ニ. 未認識の数理計算上の差異           △1百万円 

ホ. 連結貸借対照表計上額純額       77百万円 

 ヘ. 前払年金費用                38百万円 

 ト. 退職給付引当金（－ホ－ヘ）    △116百万円 

  

３．退職給付費用に関する事項 

（自平成16年11月21日 至平成17年11月20日） 

 イ. 勤務費用              69百万円 

 ロ. 運用収益              △2百万円 

 ハ. 退職給付費用（イ＋ロ）       66百万円 

  

３．退職給付費用に関する事項 

（自平成17年11月21日 至平成18月11月15日） 

 イ. 勤務費用                 115百万円 

 ロ. 利息費用                10百万円 

ハ. 運用収益               △12百万円 

ニ. 簡便法から原則法への変更差額    424百万円 

 ホ. 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ）   538百万円 

   当連結会計年度から退職給付の計算方法を簡便法

から原則法に変更しております。これに伴う変更差

額は、特別損失に計上しております。 

  

４．     ――――――――― ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 イ．退職給付見込額の期間按分方法 期間定額基準 

ロ. 割引率              1.5％ 

ハ. 期待運用収益率          2.0％ 

ニ. 数理計算上の差異の処理年数     5年 

 (発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定年数による定額法により、按分した額を発生の翌連

結会計年度から費用処理することとしております。) 



(税効果会計関係) 

  

前連結会計年度 

（平成17年11月20日） 

当連結会計年度 

（平成18年11月15日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

繰延税金資産 

    未払賞与損金不算入額       78百万円 

    未払費用否認                      18 〃 

役員退職慰労引当金損金不算入額   79 〃 

      たな卸資産税務調整額        38 〃 

    連結会社間内部利益消去       49 〃 

    未払事業税否認                37 〃  

      その他                    93 〃 

                               小計  396 〃 

            評価性引当額    △7 〃 

    繰延税金資産合計                389 〃 

  

  

繰延税金負債 

     前払年金費用             △133百万円 

    有価証券評価差額金           25 〃 

    その他                  △24 〃 

    繰延税金負債合計             △184 〃 

    繰延税金資産の純額             205 〃 

  

  

  

繰延税金資産の純額は、連結賃借対照表の以下の項目

に含まれております。 

  流動資産－繰延税金資産       240百万円 

  固定資産－繰延税金資産               19 〃 

  固定負債－繰延税金負債             △55 〃 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

繰延税金資産（流動） 

    未払賞与損金不算入額       146百万円 

   未払費用否認                       25 〃 

ポイント債務引当金損金不算入額   550 〃 

      前払退職金              67 〃 

   たな卸資産税務調整額         37 〃 

      連結会社間内部利益消去             41 〃 

      未払事業税否認                     31 〃 

その他                      14 〃  

繰延税金資産（流動）計         914 〃 

  繰延税金負債（流動） 

   未収事業税                        △3 〃 

     繰延税金資産（流動）の純額      911 〃   

    繰延税金資産（固定） 

   減価償却超過額                    485 〃 

   退職給付引当金損金不算入額         43 〃 

   その他                             41 〃 

繰延税金資産（固定）小計       570 〃 

   評価性引当額                        △22 〃 

繰延税金資産（固定）計          548 〃 

繰延税金負債（固定） 

   前払年金費用                △15 〃 

   その他有価証券評価差額金        △19 〃 

     その他                    △29 〃 

  繰延税金資産（固定）計         △64 〃 

   繰延税金資産（固定）の純額        483 〃 

  

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。 

  流動資産－繰延税金資産       911百万円 

  固定資産－繰延税金資産              483 〃 

  

    

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が、法定実効税率の100分の5以下

のため注記を省略しております。 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

 当期純損失を計上しているため、記載を省略して

おります。 



 (ストック・オプション等関係) 

当連結会計年度(自平成17年11月21日 至平成18年11月15日) 

   ストックオプションの内容、規模及びその変動状況 

  (1) ストックオプションの内容 

（注）１ 株式数に換算しております。 

   ２ 付与対象者及び付与数は、決議時点での対象者数と付与数であります。 

(2) ストックオプションの規模及びその変動状況 

当連結会計年度（平成18年11月期）において存在したストックオプションを対象とし、ストックオプションに

ついては株式数に換算して記載しております。 

   ①ストックオプションの数 

②単価情報 

  

  平成14年のストックオプション 

付与対象者の区分及び数 （注）２ 当社役員   5 名 

  当社従業員  17 名 

  子会社役員  6 名 

  子会社従業員 8 名 

ストックオプションの数（注）１,２ 普通株式 1,487 株 

付与日 平成14年5月31日 

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間 平成16年6月1日から平成24年5月31日まで。 

  平成14年のストックオプション 

前連結会計年度末（株） 1,115 

権 利 行 使 （株） 193 

失     効 （株） 6 

未 行 使 残 （株） 916 

  平成14年のストックオプション 

権利行使価格  （円） 240,000 

行使時平均株価 （円） 527,185 

公正な評価単価 （円） ― 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年11月21日 至平成17年11月20日）及び当連結会計年度（自平成17年11月21日 至

平成18年11月15日）において、当社グループは医療品、健康食品、化粧品、日用品等の販売を行う小売業を主な

事業としております。前連結会計年度及び当連結会計年度におきまして、この事業の売上高、営業利益及び資産

の金額はいずれも全セグメントに占める割合が90％超であるため、記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成16年11月21日 至平成17年11月20日)及び当連結会計年度(自平成17年11月21日 至平成

18年11月15日)において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外店舗がないため、該当事項はあり

ません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自平成16年11月21日 至平成17年11月20日)及び当連結会計年度(自平成17年11月21日 至平成

18年11月15日)において、海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自平成16年11月21日 至平成17年11月20日) 

該当事項はありません。 

当連結会計年度(自平成17年11月21日 至平成18年11月15日) 

 役員及び個人主要株主等 

（注）1.上記取引金額には消費税等を含んでおりません。 

2.有限会社シーズホールディングスは、当社山本健一取締役が議決権の過半数を所有している会社であり

ます。 

3.株式会社プロアクトの株式の譲渡であり、取引価格は第三者による評価額を基礎として決定しており、

支払条件は現金一括払いであります。 

  

  

  

  

属性 会社等の名称 住所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 

期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数以上を
所有して
いる会社
等 

有限会社シ
ーズホール
ディングス 

愛知県
田原市

3,000 資産管理業 ― ― ―

子会社株
式の譲渡
代金 
(注)２ 
  
子会社株
式の売却
損 

15 
  

  
  

12 

― ― 



(１株当たり情報) 

  

(注) 算定上の基礎 

 １株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額 

  

前連結会計年度
(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

１株当たり純資産額 280,619円14銭 １株当たり純資産額 229,348円06銭

１株当たり当期純利益金額 40,252円76銭 １株当たり当期純損失金額 44,945円94銭

潜在株式調整後1株当たり
当期純利益金額 

39,450円40銭
 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

については、１株当たり当期純損失が計上されてい

るため記載しておりません。 

  
前連結会計年度

(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

1株当たり当期純利益金額又
は当期純損失金額 

  

当期純利益又は当期純損失
（△）(百万円) 

894                       △1,008 

普通株主に帰属しない金額 
(百万円) 

―                   ― 

普通株式に係る 
当期純利益又は当期純損失
（△）(百万円) 

                    894 △1,008 

普通株式の期中平均株式数
(株) 

                 22,224 22,434 

潜在株式調整後1株当たり 
当期純利益金額 

   

普通株式増加数(株)                     452 ― 

（うち新株予約権）                   (452) ― 

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要 

                    ― 新株予約権１種類(新株予約権の 

数916個) 



(重要な後発事象) 

 前連結会計年度（自 平成16年11月21日  至 平成17年11月20日） 

  該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成17年11月21日  至 平成18年11月15日） 

株式移転による完全親会社設立 

当社は、株式会社ライフォートと経営統合を行うため、平成18年8月5日開催の両社の株主総会での承認を得て、同

社と共同して株式移転により、完全親会社「株式会社アライドハーツ・ホールディングス」を平成18年11月16日に設

立いたしました。 

１．共同持株会社の概要 

企業の名称：株式会社アライドハーツ・ホールディングス 

事業の内容：ドラッグストア・調剤薬局チェーンの持株会社 

  

 ２．共同して持株会社を設立するの株式会社ライフォートの概要 

   企業の名称：株式会社ライフォート 

事業の内容：医薬品、化粧品、生活雑貨を中心とする生活関連用品の販売および卸売、保険調剤資産、負債及び

純資産の内訳(連結) 

流動資産    7,186百万円 

固定資産   7,739百万円 

資産合計  14,925百万円 

流動負債   8,058百万円 

固定負債   2,644百万円 

負債合計  10,702百万円 

純資産合計  4,222百万円 

  

３．企業結合の目的 

ドラッグストア業界は、大手各社の積極出店、改正薬事法の施行に伴う異業態の新規参入等による競争の激化、

及びメーカー・卸の大型再編や医療費負担抑制策の影響など、大きな変革期を迎えようとしています。 

    このような経営環境下、両社はこの大変革期の到来をチャンスと捉え、営業基盤、主要顧客、得意分野の補完

性が高い両社がそれぞれの強みを集結し将来も競争力のある企業集団として発展・成長していくために、経営統

合を行うことが両社にとって最善の選択であると判断いたしました。 

  

４．企業結合日：平成18年11月16日 

  

５．企業結合の法的形式及び結合後企業の名称 

会社法第772条に定める株式移転により、完全親会社「株式会社アライドハーツ・ホールディングス」を平成18

年11月16日に設立いたしました。 



６．議決権のある株式の移転比率及び算定方法 

(１)議決権のある株式の移転比率 

当社の株式1株に対して完全親会社の株式1,080株、株式会社ライフォートの株式１株に対して完全親会社の株

式２株を割当て交付いたしました。 

(２)算定方法 

当社は三菱UFJ証券株式会社に、株式会社ライフォートは株式会社みずほ銀行にそれぞれ株式移転比率の算定

を依頼し、その算定結果を参考として、両社間で協議した結果、上記のとおり合意いたしました。 

三菱UFJ証券株式会社は、両社それぞれについて、市場株価平均法、類似会社比準法及び修正純資産法による

分析を実施し、その結果を総合的に勘案して株式移転比率を算定しました。 

株式会社みずほ銀行は、両社それぞれについて、市場株価方式、類似会社比較方式及びDCF（ディスカウンテ

ッド・キャッシュ・フロー）方式による分析を実施し、その結果を総合的に勘案して株式移転比率を算定しまし

た。 

  

７．株式移転により発行する株式数：46,649,660株（普通株式） 

    当社の株式の移転により発行する株式数            24,393,960株  

株式会社ライフォートの株式の移転により発行する株式数    22,255,700株 

  

８．企業結合後の議決権比率 

  当社 52.1％：株式会社ライフォート 47.9％ 

   

９．企業結合の会計上の分類 

  企業結合の会計上の分類（取得又は持分の結合）については、結合後企業（株式会社アライドハーツ・ホール

ディングス）が決定することになります。 

  

  



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

(注) １ 連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

  

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりであります。 

  

  

(2)【その他】 

該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

利率
(％) 

担保 償還期限

㈱ジップ・ホール
ディングス 

第２回無担保 
普通社債 

平成16年 
９月29日 

300 300 0.2 なし 
平成26年
９月29日 

合計 ― ― 300 300 ― ― ― 

１年以内 
(百万円) 

１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

― ― ― ― ― 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 1,300 1,300 0.5 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 1,462 2,311 1.2 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く) 

2,776 2,064 1.1 平成19年～平成33年

合計 5,538 5,676 ― ― 

区分 
１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

長期借入金 898 1,151 1 1



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  
前事業年度 

(平成17年11月20日現在) 

当事業年度 

(平成18年11月15日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金 443 1,785 

２ 売掛金 ※２ 8,021 8,135 

３ 前払費用 44 60 

４ 繰延税金資産 25 81 

５ 関係会社未収収益 18 16 

６ 短期貸付金 64 63 

 ７ 関係会社短期貸付金 3,387 1,785 

 ８ 未収入金 ※２ 1,548 1,251 

９ その他 18 139 

 貸倒引当金 △21 ― 

流動資産合計 13,552 60.0 13,319 59.6

Ⅱ 固定資産   

 １ 有形固定資産   

(1) 建物 1,915 1,937   

    減価償却累計額 △204 1,711 344 1,593 

  (2) 構築物 240 238   

   減価償却累計額 △56 184 83 154 

 (3) 器具及び備品 20 20   

   減価償却累計額 △12 8 14 6 

(4) 土地 18 18 

(5) 建設仮勘定 70 117 

  有形固定資産合計 1,993 8.8 1,891 8.5

２ 無形固定資産   

  (1) 借地権 101 88 

  (2) ソフトウェア 30 51 

  (3) その他 6 5 

      無形固定資産合計 138 0.6 145 0.6

 ３ 投資その他の資産   

 （1）投資有価証券 ※４ 192 218 

 （2）関係会社株式 1,513 1,507 

 （3）長期貸付金 989 944 



  

  
前事業年度 

(平成17年11月20日現在) 

当事業年度 

(平成18年11月15日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

 (4) 関係会社長期貸付金 3,127 3,127  

 (5) 従業員長期貸付金 39 34  

 (6) 長期前払費用 218 191  

 (7) 繰延税金資産 19 180  

 (8) 敷金・差入保証金 649 699  

 (9) その他 156 87  

   貸倒引当金 △0 ―  

  投資その他資産合計 6,906 30.5 6,991 31.3

  固定資産合計 9,038 39.9 9,028 40.4

Ⅲ 繰延資産    

  (1) 社債発行費 5 ―  

  繰延資産合計 5 0.0 ― ―

  資産合計 22,596 100.0 22,348 100.0

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

   １ 買掛金 ※2,4 10,957 10,082  

   ２ 短期借入金 1,300 1,300  

   ３ １年内返済予定 
     長期借入金 

1,423 2,298  

  ４ 未払金 ※２ 1,269 1,160  

   ５ 未払費用 20 21  

   ６ 未払法人税等 71 4  

   ７ 未払消費税等 29 9  

   ８ 預り金 0 24  

   ９  関係会社預り金 ― 690  

   10 その他 1 2  

流動負債合計 15,073 66.7 15,595 69.8

Ⅱ 固定負債    

  １ 社債 300 300  

  ２ 長期借入金 2,752 2,054  

  ３ 退職給付引当金 19 10  

  ４ 役員退職慰労引当金 130 ―  

  ５ その他 17 33  

  固定負債合計 3,220 14.3 2,397 10.7 

  負債合計 18,294 81.0 17,993 80.5

    



  

  
前事業年度 

(平成17年11月20日現在) 

当事業年度 

(平成18年11月15日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資本の部)    

Ⅰ 資本金 ※１ 1,096 4.8 ― ―

 Ⅱ 資本剰余金    

  資本準備金 1,613 ―    

資本剰余金合計 1,613 7.1 ― ―

Ⅲ  利益剰余金    

   当期未処分利益 1,592 ―    

   利益剰余金合計 1,592 7.0 ― ―

 Ⅳ その他有価証券評価差額金 0 0.0 ― ―

   資本合計 4,302 19.0 ― ―

   負債資本合計 22,596 100.0 ― ―

(純資産の部)    

 Ⅰ 株主資本    

１ 資本金 ― ― 1,119 5.0

  ２ 資本剰余金     

資本準備金 ― 1,636    

資本剰余金合計 ― ― 1,636 7.3

３ 利益剰余金    

  その他利益剰余金    

   繰越利益剰余金 ― 1,601    

  利益剰余金合計 ― ― 1,601 7.2

株主資本合計 ― ― 4,357 19.5

Ⅱ 評価・換算差額等    

  その他有価証券 
  評価差額金 

― △2 △0.0

  評価・換算差額等合計 ― ― △2 △0.0

  純資産合計 ― ― 4,355 19.5

  負債純資産合計 ― ― 22,348 100.0

      



② 【損益計算書】 

     
前事業年度 

(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当事業年度 
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 営業収益    

 １ 売上高 ※１ 46,753   46,234     

 ２ 営業手数料収入 ※１ 1,763   1,682     

３ 不動産賃貸収入 ※１ 1,131   1,267     

 営業収益合計 ※１   49,648 100.0   49,184 100.0 

Ⅱ 営業原価             

１ 当期商品仕入高 46,752     46,233     

２ 不動産賃貸原価 1,119 47,872 96.4 1,234 47,468 96.5 

  営業総利益   1,776 3.6   1,716 3.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１ 広告宣伝費   15   57     

２ 役員報酬   149   142     

３ 給与及び手当   497   513     

４ 福利厚生費   95   100     

５ 退職給付費用   8   18     

６ 役員退職慰労引当金 
  繰入額 

 36     15     

７ 貸倒引当金繰入額 3     ―     

８ 採用教育費 103     97     

９ 賃借料 44     62     

10 減価償却費   18     18     

11 消耗品費 7     8     

12 旅費交通費 54     47     

13 支払手数料 177     144     

14 システム運営費 150     174     

15 その他 129 1,491 3.0 225 1,627 3.3 

  営業利益   284 0.6   88 0.2 

 Ⅳ 営業外収益             

１ 受取利息 ※１ 81   75     

２ 受取配当金 ※１ 384   476     

３ 協賛金  30   40     

４ その他   9 506 1.0 28 620 1.3 

Ⅴ 営業外費用             

 １ 支払利息 64     53     

２ 営業外手数料  27     7     

３ 経営統合関連費用 －     68     

４ その他 6 98 0.2 5 136 0.3 

  経常利益    693 1.3   572 1.2 



  

  
前事業年度 

(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当事業年度 

(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益           

１ 前期損益修正益 9     ―     

２ 貸倒引当金戻入 ― 9 0.0 22 22 0.0 

Ⅶ 特別損失    

 １ 前期損益修正損 ※４ 3       ―     

 ２ 過年度減価償却費   ―   38     

 ３ 退職給付費用   ―   70     

 ４ 過年度役員退職慰労 
   引当金繰入額 

4     4     

 ５ 固定資産除却損 ※２ ―     72     

６ 減損損失 ※３ ―     423     

 ７ 役員退職金 ―     6     

８ 撤去費用 7       ―     

 ９ その他 ―   16 0.0 43 658 1.3 

税引前当期純利益又は 
当期純損失(△) 

     686 1.4   △63 △0.1 

法人税、住民税 
及び事業税 

  139   8     

法人税等調整額   △11 127 0.3 △214 △206 △0.4 

当期純利益   558 1.1   142 0.3 

前期繰越利益   1,033     ―   

当期未処分利益   1,592     ―   

     



③ 【利益処分計算書】 

  

(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

    
前事業年度

(平成18年２月16日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益   1,592 

Ⅱ 利益処分額     

配当金   134 

Ⅲ 次期繰越利益   1,458 

      



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自平成17年11月21日 至平成18年11月15日) 

  

 （注）平成18年２月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産

合計 
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本

合計 

その他有価 
証券評価 
差額金 

評価・換算 
差額等 
合計 

資本 
準備金 

資本剰余金

合計 

その他利益

剰余金 利益剰余

金合計 繰越利益

剰余金 

平成17年11月20日残高 
(百万円) 

1,096 1,613 1,613 1,592 1,592 4,302 0 0 4,302

事業年度中の変動額            

新株の発行 23 23 23   46    46

剰余金の配当（注）     △134 △134 △134    △134

当期純利益     142 142 142    142

株主資本以外の項目の事業 
年度中の変動額（純額） 

       △2 △2 △2

事業年度中の変動額合計 
(百万円) 

23 23 23 8 8 54 △2 △2 52

平成18年11月15日残高 
(百万円) 

1,119 1,636 1,636 1,601 1,601 4,357 △2 △2 4,355



重要な会計方針 

項目 
前事業年度

(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当事業年度 
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

１．有価証券の評価基準及び
評価方法 

(1)子会社株式及び関連会社株式 
  移動平均法による原価法 
(2)その他有価証券 
  ①時価のあるもの 
   決算日の市場価格等に基づく時価
法（評価差額は全部資本直入法に
より処理し、売却原価は移動平均
法により算定） 

 ②時価のないもの 
  移動平均法による原価法 

(1)子会社株式及び関連会社株式 
同  左 

(2)その他有価証券 
 ①時価のあるもの 
  決算日の市場価格等に基づく時価
法（評価差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価は移動平
均法により算定） 

 ②時価のないもの 
同  左 

２．固定資産の減価償却の方
法 

(1)有形固定資産 
  定率法（ただし、建物（附属設備
を除く）については定額法）を採用
しております。 
     
  
  
  
  
    なお、主な耐用年数は以下のとお
りであります。 
     建物         3～30年 
     構築物        6～30年 
   器具及び備品   4～20年 

(1)有形固定資産 
  定率法（ただし、建物（附属設備
を除く）については定額法）を採用
しております。 
  事業用定期借地権が設定されてい
る借地上の建物については、当該
借地契約期間を耐用年数とし残存
価額を零とする定額法を採用して
おります。 

    なお、主な耐用年数は以下のとお
りであります。 
     建物         3～30年 
     構築物        6～20年 
   器具及び備品    4～20年 

  (2)無形固定資産 
  自社利用のソフトウェアについて
は、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法を採用しており
ます。 

(2)無形固定資産 
   自社利用のソフトウェアについて
は、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法を採用しており
ます。 
   借地権については、借地契約期間
を耐用年数とする定額法を採用して
おります。 

３．繰延資産の処理方法 社債発行費 
 商法施行規則に規定する最長期間
(３年間)で毎期均等償却しておりま
す。 

社債発行費 
 ３年間で毎期均等償却しておりま
す。 

４．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 
   債権の貸倒れによる損失に備える
ため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額を計上してお
ります。 
  

(1)貸倒引当金 
  債権の貸倒れによる損失に備える
ため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額を計上してお
ります。 
  なお、当事業年度においては、過
去の貸倒実績及び回収不能と見込ま
れる債権残高がないため計上してお
りません。 

  (2)退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備えるため、
当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産に基づき、当事業年度
末において発生していると認められ
る額を計上しております。 
  また、執行役員については内規に
基づく当事業年度末要支給額を計上
しております。 

(2)退職給付引当金 
   従業員の退職給付に備えるため、
当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産に基づき、当事業年度
末において発生していると認められ
る額を計上しております。 
   数理計算上の差異につきまして
は、各事業年度の発生時における従
業員の平均残存勤務期間内の一定年
数（５年）による定額法により按分
した額をそれぞれ発生の翌事業年度
から費用処理することとしておりま
す。 



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当事業年度 
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

  

  (追加情報) 

 退職給付債務の算定方法について

は、従来簡便法を採用しておりました

が、当事業年度から原則法により算定

する方法へ変更しております。この変

更は退職給付に関する数理計算を実施

する環境が整備されたことに伴い、よ

り適正な期間損益計算を行うためであ

ります。 

 この結果、従来と同一の方法を採用

した場合と比べ、営業利益および経常

利益は17百万円減少し、税引前当期純

利益は91百万円減少しております。 

  

(3)役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく当事業年度要支

給額を計上しております。 

  なお、過年度相当額23百万円につ

いては平成14年11月期より５年間で

均等額を費用処理することとしてお

ります。 

(3)役員退職慰労引当金 

――――――― 

    （追加情報） 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく要支給額を計上して

おりましたが、当事業年度において役

員退職慰労金制度を廃止いたしまし

た。 

 これにより「役員退職慰労引当金」

を全額取崩し、打ち切り支給額の未払

い分については、固定負債の「その

他」として表示しております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す 

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理 

によっております。 

同  左 

  

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1)消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 

  

(1)消費税等の会計処理 

同    左 

  



会計方針の変更 

  

前事業年度 
(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当事業年度
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

  

―――――――――――― 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これにより当事業年度の営業利益、経常利益は26

百万円増加し、税引前当期純損失は397百万円増加して

おります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

  

―――――――――――― 

  

（建物等の減価償却方法の変更） 

 事業用定期借地権が設定されている借地上の建物の償

却方法については、当該契約満了時に更地返還義務があ

ることから、当事業年度より従来の税法上の耐用年数に

基づく減価償却方法から当該借地契約期間を耐用年数と

し残存価額を零とする定額法に変更しました。 

 また、借地権については、税法の規定に基づき償却を

行わず取得原価で資産計上していましたが借地契約期間

を耐用年数とする定額法により償却することに変更しま

した。これらは、費用の適正な期間配分を行うため、ま

た、経営統合を予定している株式会社ライフォートと会

計方針を統一するために変更するものであります。この

結果、前事業年度と同一の方法を採用した場合と比較し

て、当事業年度の減価償却費は24百万円増加し、営業利

益、経常利益は24百万円減少し、税引前当期純損失は62

百万円増加しております。 

  

―――――――――――― 

  

（貸借対照表「純資産の部」の表示） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月9日）を適用しております。従来の資本の

部の合計に相当する金額は4,355百万円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 



表示方法の変更 

注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当事業年度
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

（損益計算書） 

 前期まで特別損失の「その他」に含めて表示しており

ました「過年度役員退職慰労引当金繰入額」は、特別損

失の総額の１００分の１０を超えたため区分掲記しまし

た。 

 なお、前期における「過年度役員退職慰労引当金繰入

額」の金額は４百万円であります。 

  

―――――――――――― 

  

  

―――――――――――― 

  

（損益計算書） 

 前事業年度まで区分掲記していた「撤去費用」(当事

業年度の金額は20百万円)は、特別損失の100分の10以下

となったので、特別損失の「その他」に含めて表示する

こととしました。 

前事業年度 

(平成17年11月20日現在) 

当事業年度 

(平成18年11月15日現在) 

※１ 授権株式数及び発行済株式総数 

  授権株式数    普通株式  47,875株 

  発行済株式総数  普通株式  22,394株 

※１  

――――――――― 

※２ 関係会社項目 

    関係会社に対する資産及び負債には区分掲記さ

れたもののほか次のものがあります。 

 （流動資産） 

   売掛金         7,997百万円 

   未収入金         765百万円 

 （流動負債） 

   未払金          573百万円 

  

３ 当座貸越契約 

    当社は、運転資金および出店資金の効率的な運

営を図るため、取引銀行16行と当座貸越契約を締

結しております。 

    当該契約に基づく当該事業年度末の借入未実行

残高は次のとおりであります。 

    当座貸越極度額の総額      4,850百万円 

    借入実行残高          1,200百万円 

    当期末未使用残高       3,650百万円 

※４ 

――――――――― 

  

  

５ 配当制限 

    商法施行規則第124条第３号に規定する、資産

に時価を付したことにより増加した純資産額は0

百万円であります。 

※２ 関係会社項目 

    関係会社に対する資産及び負債には区分掲記さ

れたもののほか次のものがあります。 

 （流動資産） 

   売掛金         8,131百万円 

   未収入金          774百万円 

 （流動負債） 

   買掛金                   451百万円 

   未払金          449百万円 

３ 当座貸越契約 

    当社は、運転資金および出店資金の効率的な運

営を図るため、取引銀行15行と当座貸越契約を締

結しております。 

    当該契約に基づく当該事業年度末の借入未実行

残高は次のとおりであります。 

    当座貸越極度額の総額      9,400百万円 

    借入実行残高          1,300百万円 

    当期末未使用残高       8,100百万円 

※４ 担保提供資産 

    投資有価証券          16百万円 

      上記資産は買掛金163百万円の担保に供しており

ます。 

５  

――――――――― 

  



(損益計算書関係) 
  

  

前事業年度 

（自 平成16年11月21日 

  至 平成17年11月20日） 

当事業年度 

（自 平成17年11月21日 

  至 平成18年11月15日） 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

       営業収益 

      売上高      46,632百万円 

      営業手数料収入   1,163百万円 

      不動産賃貸収入   1,113百万円 

       営業外収益 

      受取配当金      380百万円 

      受取利息       64百万円 

※２ 

――――――――― 

  

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

       営業収益 

      売上高      46,207百万円 

      営業手数料収入   1,169百万円 

      不動産賃貸収入   1,225百万円 

       営業外収益 

      受取配当金      470百万円 

      受取利息       58百万円 

※２ 固定資産除却損の内訳 

           建物         17百万円 

      構築物         3百万円 

      敷金・差入保証金    7百万円 

      建設協力金      36百万円 

      長期前払費用      7百万円 

       合計        72百万円 

※３ 

――――――――― 

  

※３ 減損損失 

      当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。 

  

   当社はキャッシュ・フローを生み出す最小単位と

して、事業子会社店舗用資産・賃貸資産のそれぞれ

の用途において物件単位ごとにグルーピングしてお

ります。その結果、店舗資産・賃貸資産については

収益性の悪化により、回収可能価額が帳簿価額を下

回った上記資産グループの帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失（423百万円）

として特別損失に計上しました。 

  

    減損損失の内訳 

    建物        368百万円 

    その他        54百万円 

     計        423百万円 

    

当該グループの回収可能価額は、使用価値で測定

しており、将来キャッシュ・フローを４％で割り引

いて算出しております。 

場 所 用 途 種 類
減損損失 
（百万円） 

和歌山県
３件 店舗 建物・その他 94 

愛知県
３件 店舗 建物・その他 90 

奈良県
１件 賃貸資産 建物・その他 60 

岐阜県
１件 店舗 建物・その他 58 

大阪府
１件 賃貸資産 建物・その他 53 

その他
８件 店舗 建物・その他 65 

※４ 過年度債務の支払によるものであります。 ※４ 

――――――――― 



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度（自 平成17年11月21日 至 平成18年11月15日） 

  自己株式の種類及び総数に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

  

  

  



(リース取引関係) 

  

前事業年度 
(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当事業年度
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

Ⅰ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 １ 借主側 

Ⅰ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 １ 借主側 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

    
器具及び 
備品 
(百万円) 

  ソフトウェア 
(百万円)   合計 

(百万円) 

取得価額 
相当額  1,672  699  2,372

減価償却累 
計額相当額  792  321  1,114

期末残高 
相当額  879  378  1,258

器具及び
備品 
(百万円) 

ソフトウェア 
(百万円)   合計 

(百万円) 

取得価額
相当額 1,722 698  2,421

減価償却累
計額相当額 1,052 444  1,496

減損損失累計
額相当額 32 ―  32

期末残高
相当額 637 254  892

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 475百万円

１年超 813百万円

合計 1,288百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額等 

１年内 438 百万円

１年超 480 百万円

合計 918 百万円

リース資産減損勘定の残高 20 百万円

このうち転貸リース取引に係る未経過リース料の期末残

高相当額は861百万円(うち１年内310百万円)でありま

す。 

このうち転貸リース取引に係る未経過リース料の期末残

高相当額は150百万円(うち１年内70百万円)でありま

す。 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 467百万円

減価償却費相当額 436百万円

支払利息相当額 35百万円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 503 百万円

リース資産減損勘定の取崩額 11 百万円

減価償却費相当額 470 百万円

支払利息相当額 29 百万円

減損損失 32 百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

２ 貸主側 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 310百万円

１年超 551百万円

合計 861百万円

２ 貸主側 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 70 百万円

１年超 80 百万円

合計 150 百万円

上記はすべて転貸リース取引に係る貸主側の未経過リー

ス料期末残高相当額であります。 

 なお、当該転貸リース取引は同一条件で関係会社にリ

ースしておりますので、同額の残高が上記１ 借主側の

未経過リース料期末残高相当額に含まれております。 

上記はすべて転貸リース取引に係る貸主側の未経過リー

ス料期末残高相当額であります。 

 なお、当該転貸リース取引は同一条件で関係会社にリ

ースしておりますので、同額の残高が上記１ 借主側の

未経過リース料期末残高相当額に含まれております。 

Ⅱ オペレーティング・リース取引(借主側) 

  未経過リース料 

１年内 3百万円

１年超 2百万円

合計 5百万円

Ⅱ オペレーティング・リース取引(借主側) 

  未経過リース料 

１年内 0 百万円

１年超 1 百万円

合計 2 百万円



(有価証券関係) 

   前事業年度（自平成16年11月21日 至平成17年11月20日）及び当事業年度（自平成17年11月21日 至平成18年11月15日）におけ

る子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当事業年度
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

  

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

   繰延税金資産 

    未払賞与損金不算入額       8百万円 

    未払事業税            13 〃 

    長期前払費用償却超過       12 〃 

    役員退職慰労引当金損金不算入額  53 〃 

    その他              14 〃 

   繰延税金資産合計          102 〃 

   繰延税金負債 

    前払年金費用          △39百万円 

    その他             △16 〃 

   繰延税金負債合計         △56 〃 

   繰延税金資産の純額         45 〃  

  

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

   繰延税金資産(流動) 

    未払賞与損金不算入額      13百万円 

    前払退職金            67 〃 

    その他              3 〃 

   繰延税金資産（流動）計      85 〃 

   繰延税金負債（流動） 

    未収事業税           △3百万円 

    繰延税金資産（流動）の純額   81 〃 

   繰延税金資産(固定) 

    減価償却超過額         173百万円 

    長期前払費用償却超過      14 〃 

    繰延資産超過額         16 〃 

    その他              5 〃 

   繰延税金資産（固定）小計     210 〃 

   評価性引当額            1 〃 

   繰延税金資産（固定）計      211 〃 

   繰延税金負債（固定） 

    前払年金費用          △8百万円 

    その他             △22 〃 

   繰延税金負債(固定)計      △31 〃 

   繰延税金資産（固定）の純額    180 〃 

    

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

    法定実効税率       40.5％ 

    （調整） 

    交際費等永久に損金に算入 

    されない項目        0.2％ 

    住民税均等割額       0.4％ 

    受取配当金益金不算入額 △22.4％ 

    その他          △0.1％ 

    税効果会計適用後の 

    法人税等の負担率     18.6％ 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

    法定実効税率       40.5％ 

    （調整） 

    交際費等永久に損金に算入 

    されない項目       △4.9％ 

    住民税均等割額      △3.9％ 

    受取配当金益金不算入額  301.0％ 

    評価性引当額       △3.7％ 

    その他          △3.7％ 

    税効果会計適用後の 

    法人税等の負担率     325.4％ 



(１株当たり情報) 

(注) １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当事業年度
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

１株当たり純資産額 192,122円50銭 １株当たり純資産額 192,817円15銭

１株当たり当期純利益金額 25,151円93銭 １株当たり当期純利益金額 6,373円85銭

潜在株式調整後1株当たり
当期純利益金額 

24,650円58銭
潜在株式調整後1株当たり
当期純利益金額 

6,213円64銭

  
前事業年度

(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当事業年度 
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

1株当たり当期純利益金額   

当期純利益(百万円) 558 142 

普通株主に帰属しない金額 
(百万円) 

― ― 

普通株式に係る 
当期純利益(百万円) 

558 142 

普通株式の期中平均株式数
(株) 

22,224 22,434 

潜在株式調整後1株当たり 
当期純利益金額 

  

当期純利益調整額 
(百万円) 

― ― 

普通株式増加数(株) 452 578 

（うち新株予約権） (452) (578)

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要 

― ― 



(重要な後発事象) 

前事業年度（自 平成16年11月21日 至 平成17年11月20日） 

  該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成17年11月21日 至 平成18年11月15日） 

 １．株式移転による完全親会社設立 

    当社は、株式会社ライフォートと経営統合を行うため、平成18年8月5日開催の両社株主総会の承認を得て、同社と共同して

株式移転により、完全親会社「株式会社アライドハーツ・ホールディングス」を平成18年11月16日に設立いたしました。な

お、詳細については連結財務諸表の重要な後発事象に関する注記を参照下さい。 

２．合併について 

当社は、平成18年6月2日開催の取締役会決議を経て、当社の完全子会社である株式会社白沢ドラッグ、株式会社東洋薬局及び

株式会社シーズアンドアーパスを平成18年11月16日に吸収合併いたしました。なお、本合併は簡易合併の手続きにより行いまし

た。 

  

（１）結合当事企業又は対象となつた事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的
を含む取引の概要 

・結合当事企業の名称：当社、当社の完全子会社である株式会社白沢ドラッグ、株式会社東洋薬局及び株式会社シーズアンド

アーパス 

・事業の内容：ドラッグストアの経営 

・企業結合の法的形式：当社を存続会社とする吸収合併方式（会社法796条第3項の規定に基づく簡易合併） 

・結合後企業の名称：株式会社ジップドラッグ（英文名称 ZiP Drug Co.,Ltd.） 

・取引の目的を含む取引の概要 

当社は、平成18年11月16日に、株式会社ライフォートと完全親会社「株式会社アライドハーツ・ホールディングス」を株

式移転により設立いたしました。新会社グループにおいて、統合効果をより確実に発揮するためには、当社が株式会社白沢

ドラッグ、株式会社東洋薬局及び株式会社シーズアンドアーパスを吸収合併することが最善であると判断し、当社は各子会

社を平成18年11月16日に吸収合併いたしました。 

（２）実施した会計処理の概要 

当社を存続会社とする完全子会社の吸収合併であるため、各子会社の平成18年11月15日現在の適正な帳簿価額により資産

及び負債を引き継いでおり、子会社株式（抱合せ株式）の帳簿価額と子会社から受け入れた資産及び負債との差額を特別利

益に計上しています。 

  



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

有価証券の金額が資産の総額の１％以下であるため、「有価証券明細表」の記載を省略しております。 

【有形固定資産等明細表】 

(注) 1. 当期の建物の増加は主として子会社の新規店舗出店に伴う店舗用資産の取得によるものであります。 

2. 「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

【引当金明細表】 

(注) 1．貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

2．役員退職慰労引当金の「当期減少額(その他)」は、「第５ 経理の状況 ２ 財務諸表等」の財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項に追加情報として記載のとおり、役員退職慰労金制度の廃止に伴い、全額取崩し、打ち切り支給額の未払

い分を長期未払金に振り替えたものであります。 

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産 
      

 建物 
1,915 412 389

(368) 
1,937 344 143 1,593

 構築物 
240 28 30

(25) 
238 83 28 154

 器具及び備品 
20 2 1

(1) 
20 14 2 6

 土地 
18 - - 18 - - 18

 建設仮勘定 
70 760 713 117 - - 117

有形固定資産計 
2,266 1,202 1,136

(395) 
2,333 441 174 1,891

無形固定資産       

 借地権 
101 14 14

(14) 
101 12 12 88

 ソフトウェア 
61 34 6 88 37 13 51

 その他 
8 1 2

(2) 
7 1 0 5

無形固定資産計 
170 49 22

(16) 
197 52 25 145

長期前払費用 
231 14 37

(11) 
207 16 5 191

繰延資産 
      

 社債発行費 
15 - - 15 15 5 -

繰延資産計 
15 - - 15 15 5 -

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 22 - - 22 - 

役員退職慰労引当金 130 22 0 152 - 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

ａ 現金及び預金 

  

  

ｂ 売掛金 

イ 相手先別内訳 

  

  

ロ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注) 当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額(百万円)

現金 0

預金の種類  

当座預金 1,752

普通預金 32

計 1,785

合計 1,785

相手先 金額(百万円)

株式会社東洋薬局 4,379

株式会社白沢ドラッグ 2,072

株式会社シーズアンドアーパス 1,678

株式会社サクライ薬局 4

有限会社イーウェル 0

合計 8,135

期首残高 
(百万円) 
  
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 
  
(Ｂ) 

当期回収高
(百万円) 
  
(Ｃ) 

当期末残高
(百万円) 
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

8,021 48,548 48,433 8,135 85.62 61



ｃ 関係会社短期貸付金 

  

  

ｄ 未収入金 

  

  

② 固定資産 

ａ 関係会社株式 

  

  

区分 金額(百万円)

株式会社白沢ドラッグ 1,086

株式会社シーズアンドアーパス 698

合計 1,785

区分 金額(百万円)

株式会社東洋薬局 358

株式会社白沢ドラッグ 210

株式会社シーズアンドアーパス 166

株式会社あらた 68

資生堂販売株式会社 52

その他 394

合計 1,251

区分 金額(百万円)

株式会社白沢ドラッグ 660

株式会社シーズアンドアーパス 523

株式会社東洋薬局 258

株式会社ジップウォンツ 50

株式会社ジップ・コーポレーション 10

ビーア株式会社 5

合計 1,507



ｂ 関係会社長期貸付金 

  

  

③ 流動負債 

ａ 買掛金 

  

  

ｂ 短期借入金 

  

  

区分 金額(百万円)

株式会社東洋薬局 1,919

株式会社白沢ドラッグ 1,208

合計 3,127

相手先 金額(百万円)

株式会社あらた 1,435

中北薬品株式会社 1,197

中央物産株式会社 677

株式会社ＫＳ東海 669

アルフレッサ株式会社 632

その他 5,471

合計 10,082

区分 金額(百万円)

株式会社福岡銀行 300

株式会社みずほ銀行 200

商工組合中央金庫 200

株式会社りそな銀行 100

株式会社大垣共立銀行 100

株式会社静岡銀行 100

株式会社百五銀行 100

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 100

住友信託銀行株式会社 100

合計 1,300



ｃ １年内返済予定長期借入金 

  

ｄ 未払金 

  

④ 固定負債 

ａ 長期借入金 

  

区分 金額(百万円)

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 864

株式会社百十四銀行 213

株式会社十六銀行 233

株式会社静岡銀行 211

株式会三井住友銀行 166

その他 609

合計 2,298

区分 金額(百万円)

株式会社日立物流 245

株式会社東洋薬局 197

株式会社かみたに 130

株式会社白沢ドラッグ 123

株式会社シーズアンドアーパス 106

その他 355

合計 1,160

区分 金額(百万円)

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 465

株式会社百五銀行 351

株式会社大垣共立銀行 300

株式会社みずほ銀行 240

株式会社三井住友銀行 216

その他 480

合計 2,054



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) 1.株券喪失の場合、株券喪失登録申請に係る手数料及び新株交付手数料は別途定める金額が必要になります。 

2.平成18年8月5日開催の臨時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期が次のとおりとなりました。 

      (1) 決算期     11月15日 

(2) 定時株主総会  ２月中 

(3) 基準日     11月15日 

(4) 中間配当基準日 5月20日 

  

決算期 11月15日

定時株主総会 ２月中 

 基準日 11月15日

株券の種類 １株券、10株券、50株券、100株券

中間配当基準日 ５月20日

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
    三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
    三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

単元未満株の買取り   

  取扱場所  ―――――― 

  株主名簿管理人  ―――――― 

  取次所  ―――――― 

  買取手数料  ―――――― 

公告掲載方法 電子公告

株主に対する特典 

11月15日現在の株主及び実質株主に対し、株主優待券を以下の基準で贈呈。 
①所有株式数１株以上10株未満 3,000円分の優待券 
②所有株式数10株以上     5,000円分の優待券 
※株主の希望により、優待券相当額の当社商品の贈呈に替えることができます。 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第７期) 

自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日 

  平成18年２月17日 
東海財務局長に提出。 

(2) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第７号の２(提出会社の合
併)の規定に基づく臨時報告書でありま
す。 

  

平成18年６月２日 
東海財務局長に提出。 

(3) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第６号の３(株式移転)の規
定に基づく臨時報告書であります。 

  
平成18年８月７日 
東海財務局長に提出。 

(4) 半期報告書 (第８期中) 自 平成17年11月21日 
至 平成18年５月20日 

  
平成18年８月17日 
東海財務局長に提出。 

(5) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第４号(主要株主の異動)の
規定に基づく臨時報告書であります。 

  
平成18年８月22日 
東海財務局長に提出。 

(6) 臨時報告書 
〃   

平成18年８月28日 
東海財務局長に提出。 

(7) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第３号(親会社の異動)、第
４号(主要株主の異動)及び第９号(代表
取締役の異動)の規定に基づく臨時報告
書であります。 

  

平成18年11月16日 
東海財務局長に提出。 

(8) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第３号(特定子会社の異動)
の規定に基づく臨時報告書でありま
す。 

  

平成18年11月16日 
東海財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  

株式会社 ジップ・ホールディングス 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ジップ・ホールディングスの平成16年11月21日から平成17年11月20日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につい

て監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社ジップ・ホールディングス及び連結子会社の平成17年11月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上
  

平成18年２月16日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  加  藤  正  樹  印 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  石  倉  平  五  印 

  
(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 



独立監査人の監査報告書 
  

株式会社 ジップドラッグ 

（旧社名 株式会社ジップ・ホールディングス） 

  

  

  

  
当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ジップドラッグの平成17年11月21日から平成18年11月15日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社ジップドラッグ及び連結子会社の平成18年11月15日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１．連結財務諸表の作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度より固定資産の

減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

２．連結財務諸表の作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度より事業用借地

権が設定されている借地上の建物の減価償却方法については、借地契約期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額

法に変更した。 

３．連結財務諸表の作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度より貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

４．重要な後発事象に記載のとおり、会社は株式会社ライフォートと共同して株式移転により、完全親会社「株式会社

アライドハーツ・ホールディングス」を平成18年11月16日に設立している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上
  

平成19年２月９日

代表取締役  三 枝 將 夫 殿 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  加  藤  正  樹  印 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  石  倉  平  五  印 

  
(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  

株式会社 ジップ・ホールディングス 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ジップ・ホールディングスの平成16年11月21日から平成17年11月20日までの第７期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ジップ・ホールディングスの平成17年11月20日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上
  

平成18年２月16日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  加  藤  正  樹  印 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  石  倉  平  五  印 

  
(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 



独立監査人の監査報告書 
  

株式会社 ジップドラッグ 

（旧社名 株式会社ジップ・ホールディングス） 

  

  

  

  
当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ジップドラッグの平成17年11月21日から平成18年11月15日までの第８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ジップドラッグの平成18年11月15日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１．会計方針の変更に記載のとおり、会社は当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該

会計基準により財務諸表を作成している。 

２．会計方針の変更に記載のとおり、会社は当事業年度より事業用定期借地権が設定されている借地上の建物について

は、借地契約期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法に変更した。また、借地権については、借地契約期間に

基づく定額法により償却することに変更した。 

３．会計方針の変更に記載のとおり、会社は当事業年度より貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準を適用し

ているため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

４．重要な後発事象１．に記載のとおり、会社は株式会社ライフォートと共同して株式移転により、完全親会社「株式

会社アライドハーツ・ホールディングス」を平成18年11月16日に設立している。 

５．重要な後発事象２．に記載のとおり、会社は子会社である株式会社白沢ドラッグ、株式会社東洋薬局及び株式会社

シーズアンドアーパスを平成18年11月16日に吸収合併している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上
  

平成19年２月９日

代表取締役  三 枝 將 夫 殿 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  加  藤  正  樹  印 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  石  倉  平  五  印 

  
(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 
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